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グループ経営理念

印刷事業を核に、
生活・文化・情報産業として社会に貢献する

共同印刷グループは、経営理念の実現を通して

社会の持続可能な発展に貢献するとともに、

ステークホルダーの皆さまとの信頼関係の確立に努め、

ともに歩むことを重視します。

「共同印刷グループCSR報告書2013」について

編集方針

本報告書は、共同印刷グループの企業の社会的責任（CSR）の
取り組みについて、6つの重要項目に基づいて情報を開示して
います。より多くのステークホルダーの皆さまにわかりやすく
お伝えすることをめざして編集に努めました。
なお、本報告書は、作成・発行を通じて当グループのあるべき
姿、CSRの方向性などに対し、さまざまなステークホルダーの
皆さまからアドバイスをいただくコミュニケーションツールとし
ても活用しています。

■報告対象期間
本報告書は、原則として2012年度（2012年4月～ 2013年3月）の
実績をベースに作成しました。ただし、一部の重要な事柄については、
対象期間外の活動も記載しています。

■報告対象組織
本報告書は、共同印刷株式会社の活動報告を中心に、当グループの
活動についても取り上げ、記載しています。ただし、特定の事業所、

会社などを対象とする場合はその旨を明記しました。
なお、文中で、当社とは共同印刷株式会社を、当グループとは共同
印刷グループを指します。
当グループ会社の会社名は、株式会社を略して表記しています。

■参考にしたガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（2012年度版）」
GRI「サステナビリティ・レポーティングガイドライン 第3版」
ISO26000（社会的責任に関する手引）

■情報提供手段
本報告書では、2012年度の特に重要な取り組み事例を取り上げて
編集しています。なお、一部データは共同印刷株式会社のWebサイ
トに掲載しています。

http://www.kyodoprinting.co.jp/social-environment/



2 トップメッセージ

4 特集  

印刷事業を核に、社会の発展に貢献する
Topics1 赤ちゃんの安心・安全を支える技術
Topics2 芸術・文化を守り、次世代に継承するために
Topics3  生産者の情報を

消費者に最適なカタチで伝える

10 共同印刷グループの概要

14 共同印刷グループのCSR

16 CSR重要項目の実績と目標

18 お客さまとともに　
高い情報セキュリティ体制に基づく、
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読みやすさへの配慮

本報告書のデザインは、「より多くの読者の皆さまにとって読み
やすい誌面」をコンセプトに掲げています。内容に合わせてデ
ザインを工夫し、なるべくシンプルな構成をめざし、色使いに
ついてはカラーユニバーサルデザインに配慮しています。

• 共同印刷グループの概要やCSRの考え方、読み物としての
特集ページなどは、コーポレートカラーの赤色をベースに、
必要に応じて写真や図版などを組み合わせて表現
• 2012年度の活動報告ページは、6つの重要項目ごとにペー
ジのデザインとテーマ色を統一。タグをつけることで、その
項目の対象範囲が、一目でわかるように表示
• 例年変更のない方針や図版などはWebサイトに掲載し、
2012年度の取り組みを、より詳細に掲載できるように工夫
• 図版のデザインは、罫線の太さ、色の明度差を利用し、色の
違いだけに頼らない仕様で、シンプルなものを作成
• 文字はUDフォントを使用し、リード、見出し、本文などの文
字サイズは、13Q以上を基本として可読性に配慮

表紙デザインについて

共同印刷グループは、ステークホルダーとのつながりを大切にし
ながら、社会とともに成長する企業でありたいと考えています。
2013年度版では、コミュニケーションの種が実り、地球環境や
社会の発展とともに成長していく当グループの姿を、若木に模
して表現しました。

目次
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共同印刷グループは、「印刷事業を核に、生活・文化・

情報産業として社会に貢献する」を経営理念に掲げてい

ます。当グループは今年で創業116年になります。先

人たちが培ってきた伝統とお客さまからの信頼を受け

継ぎ発展させ、社会に新たな価値を提供し続けていくこ

とが、私たちの使命だと考えています。

強みの強化・再構築をめざす、新中期経営計画
現在、電子メディアの普及とデフレの長期化により、印

刷業を取り巻く産業構造と市場情勢は大きな転換期を迎

えています。そこで、この変化に総力を結集して立ち向

かうため、今年度のグループ中期経営方針を「強みを活

かし事業領域を拡大して利益を創出する」としました。

当グループには、幅広い業界のお客さまに多様なソ

リューションを提供してきた経験と実績があります。その

過程で培った技術やノウハウは、私たちの貴重な財産で

あり競争力の源泉です。今年度の中期経営方針には、こ

の強みを最大限に活かし、さらに強化・再構築すること

で事業領域拡大につなげようとの思いを込めています。

例えば、生活・産業資材分野における当グループの

強みの一つに、高度な混練技術があります。この技術を

使ってアウトガスや水分などを吸着する素材を、高濃度

で樹脂に一体化させた高機能フィルムは、国内において

医薬品分野や電子・電機分野のお客さまの課題解決に

貢献すると同時に、海外からも引き合いをいただき、新

たな需要創出につながるものと期待されています。

印刷事業を核に、社会に新たな価値を提供する
トップメッセージ
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共同印刷株式会社 代表取締役社長

今後も、私たちは“強み”を活かした事業活動を通じて

さまざまな業界のお客さまが抱える課題を解決するこ

とで、社会から必要とされる企業として持続的に発展し

ていきたいと願っています。

信頼される事業活動を展開するために
こうした事業活動に、なくてはならないのがCSR活動

です。ステークホルダーから信頼をいただくことが社会

と調和する第一歩であるとの考えから、2012年度は次

の3つの施策に取り組みました。

まず、「グループBCP基本方針」の制定です。2011

年の東日本大震災で、私たちは事業の円滑な継続こそ

が企業の社会的責任の基盤であると再認識しました。

事業継続が危ぶまれる突発的な大規模災害や事故など

に遭遇した際に、企業としてとるべき行動を明確にした

この基本方針をもとに、グループBCPの構築に向けた

取り組みを進めていきます。

二つ目は、「グループCSR調達基準」の制定です。サ

プライヤー企業の皆さまに遵守していただく行動指針

を定めることで、ともに協力して社会の期待に応える事

業活動を積極的に行い、相互発展と、お客さまに安心し

ていただける製品・サービスの安定的な供給をめざして

いきます。

三つ目は、当グループとして初となる「社員CSR意識

調査」の実施です。社員一人ひとりが高い意識を持って

CSR活動を遂行し成長することで、企業もまた成長し強

くなっていきます。今回の調査は、こうした思いを形に

して、よりよい事業活動を展開するためのものです。社

員からは、会社のCSR活動への評価や当グループの一

員としての満足度など、さまざまな意見が寄せられまし

た。今回の調査結果を今後のCSR活動の諸施策に反映

させるとともに、社員の満足度や働く意欲を向上させる

ことで、よりよい製品やサービスを生み出し、「お客さま

満足」につなげていきます。

社会と調和した企業経営
CSRとは、広く社会や環境に目を向けながら、経営理

念を高いレベルで実現することだと捉えています。その

ためにも、ステークホルダーの皆さまとのつながりを大

切にしながら、より一層信頼される事業活動に努めてま

いります。

今後とも皆さまのご指導ご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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Topics1
生活産業としての貢献
赤ちゃんの
安心・安全を支える技術

Topics2
文化産業としての貢献
芸術・文化を守り、
次世代に継承するために

Topics3
情報産業としての貢献
生産者の情報を
消費者に最適なカタチで
伝える

印刷事業を核に、
社会の発展に貢献する
共同印刷グループは、経営理念「印刷事業を核に、
生活・文化・情報産業として社会に貢献する」の実現をめざし、事業活動を行っています。
116年におよぶ歴史のなかで、
“印刷技術”を追求しながらさまざまな製品・サービスを開発し、
社会への新たな価値の提供を通じて、社会の発展に貢献してきました。
本特集では、生活・文化・情報をキーワードに各分野の取り組みを紹介します。

特集



ピジョンは、2002年に中国・上海市に現地法人を設立する
一方、2工場を設けて中国全土でのベビー用品販売を開始し
ました。しかし近年、ほ乳瓶の吸い口の偽物が出まわり、お
客さまの安心確保が喫緊の課題となっていました。
これにこたえてくださったのが共同印刷さまです。真贋を識
別するセキュリティシールの提案にあたっては、技術だけで
なく、偽造防止対策、運用方法など幅広い提案をいただきま
した。中国で急速に普及しているスマートフォンにも対応し

ており、採用を決定したのです。お客
さまの安心と安全のために、今後とも
技術的なご支援をいただければと思
います。

製品に貼られたシールを、専用のライトに当てたり、

スマートフォン専用アプリで写真を撮ると、違う色や

デザインが浮かび上がってくる。これがセキュリ

ティシールです。数センチ程度のものですが、

シールを剥がすと剥離崩壊する機能もあわせ

持ち、製品の偽造防止の切り札として大き

な信頼を得ています。

共同印刷が開発したセキュリティシール

は、シールの素材が特殊なだけではなく、従

来の印刷技術・加工技術のノウハウを集積し

た、いわば“印刷の総合技術”といえるもの。

専用のライトに当てた際に浮き出る色や隠し

文字、絵柄などは自由にデザインできます。

この技術に関心を寄せたのが、乳幼児向け製

品メーカーのPIGEON SHANGHAIさまでした。同社

のベビー向け製品は、中国をはじめとするアジアのママ

たちから絶大な支持を得ていますが、支持を得るほど

に多くの偽造品（ほ乳瓶の吸い口部分）が出まわり始

め、対応に苦慮されていました。これを放置してい

ては赤ちゃんの安心と安全を守れないばかりか、

ブランドへの信頼も失ってしまいます。

こうした事態への対抗策として採用されたの

が、共同印刷のセキュリティシールでした。吸い

口部分を納めたパッケージにセキュリティシール

を貼り、「ピジョン製」だと保証することで、お客

さまに安心して購入していただける環境を実現し

たのです。中国の法令では、偽造を防止する製品は

全国偽造防止技術製品管理弁公室への登録・認証

が義務づけられていますが、セキュリティシールも

当然、その認証を取得しています。

セキュリティシール事業を担当する前川俊夫は、

「ピジョンファンのお客さまに、いかに安心してピジョ

ン製品をご購入いただけるかを考えて、PIGEON 

SHANGHAIさまへ、当社の偽造防止技術を提案させ

ていただきました」と説明します。

共同印刷は、海外を中心に商品展開されている化粧

品や酒類、スポーツ用品、大衆薬、さらには自動車部品

などのメーカーさまにもご活用いただけるよう、提案を

しています。

シールだけでなく運用手法や、さまざまな
偽造防止対策も提案いただきました

Topics1

技術統括本部 セキュリティ事業推進部
部長

前川 俊夫

PIGEON SHANGHAI
副総経理
矢野 亮 様

生活産業としての貢献

赤ちゃんの
安心・安全を 支える技術
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梅津　私どもの事業は、複製画や版画を制作して一般

の方に販売するという形で、特に平山先生の作品を中心

に展開させていただいています。先生がご存命の時代

から40年以上ご指導いただいており、ある意味で平山

先生との出会いが、私どもの事業の支えになっているの

ではないかと思っています。

平山　実は、私は平山の本当の絵を見ていただきたい

ので、印刷して商品にすることに反対だったんです（笑）。

本物と印刷では全然違いますから。でも、何も知らない

小中学生や、あまり美術に触れる機会がない方々がそ

れに触れて、美術館に行ってみようかという気持ちにな

れば、きっかけとしてはよいことですね。

前田　結局多くの人に知っていただかないと、広がらな

いので。印刷物でまず知らしめていただくことが第一歩

ではないでしょうか。それがきっかけになり、本物を見に

美術館に足を運ぶことができれば、ますますその重要さ

もわかるでしょうし、先生の培われてきたものもまた、継

承されていくはずです。

梅津　平山先生はアメリカのスミソニアン博物館に所蔵

されている日本美術を中心に、修復のための活動をさ

れるなど文化財保護にも熱心に活動をされ、高い評価

を得られていました。私どもは修復そのものはできませ

んが、20年以上前、複製画などの収益の一部を使って

ボストン美術館が所蔵する東洋日本美術の修復のため

の基金を設立し、今も継続しています。私どもの仕事が

少しは役にたっているのかなと思っています。

平山　確かに文化財保護というのも、平山のライフワー

クの一つでしたね。文化勲章も作品だけではなく、文化

財保護への貢献も評価されてのものです。きっかけはと

ても小さなこと。スミソニアン博物館にふたりで行ったと

き、東洋美術を展示しているフリーア美術館に立ち寄り

ました。そこで、作品の状態の悪さを見、働いていた日

Topics2

共同印刷株式会社
プロモーションメディア事業部 
美術商品部 部長
梅津 秀樹

公益財団法人平山郁夫シルクロード美術館 
館長

平山 美知子 様

文化産業としての貢献

芸術・文化を守り、
次世代に継承するために

美術館に足を運ぶことがで

共同印
プロモ
美術商
梅津

ード美術館 
館長

知子 様

共同印刷グループは、芸術・文化の継承に貢献することをめざし、
半世紀にわたり絵画の複製、販売などの事業を行っています。
その間、多大なご指導をいただいたのが、日本を代表する画家・故平山郁夫氏です。
今回は作品創作のみならず、文化財保護、文化の継承にも多くの功績を残された
平山郁夫氏の足跡を伝える「公益財団法人平山郁夫シルクロード美術館」の平山館長と、
学芸員の前田氏、共同印刷美術商品部の梅津の3者で、
「芸術・文化の継承」をテーマに鼎談を実施しました。

平山 美知子 様　　前田 たつひこ 様　　梅津 秀樹鼎談



シルクロードの文化と歴史の顕彰に努めた平山郁夫氏の絵画
と、シルクロードの文化と歴史に関わる美術品などの収集、展
示、研究、講演会などの事業を通じて、シルクロードの美術お
よび日本画の理解の普及を図り、我が国の文化の発展に寄与
することを目的としている。 山梨県北杜市長坂町小荒間2000-6　TEL：0551-32-0225

開館時間：10：00～ 17：00（入館16：30まで）
休館日：火曜日（祝日の場合は開館）

公益財団法人 
平山郁夫シルクロード美術館

公益財団法人平山郁夫シルクロード美術館 
学芸員

前田 たつひこ 様

本人修復士から待遇の酷さ、環境の悪さを訴えられたこ

とに、相当ショックを受けまして。それから、いろいろな

形で文化財保護の活動を行うようになったんです。

梅津　文化財保護という視点でいうと、弊社で行ってい

るレプリカの制作についても、重要な意味があると思っ

ています。例えば、京都の有名なお寺にあるたくさんの

障壁画。文化遺産として本当に重要なものですが、観光

資源として、お客さんにそれを見せなければならない。

そのジレンマの一つの解決策として、精巧なレプリカをつ

くり、お寺にはそれを展示して、実物は国立博物館などで

保管、管理していくというような流れができています。

前田　確かに文化財を守り、残していくことはとても重

要です。しかし同時に、次の世代がその価値を理解でき

る環境づくりも大切。若い世代にまず、生の作品を見て

もらう機会を増やさなければならない。当美術館では、

よいものを展示して、お子さんたちに見てもらえるよう

にということで、小学生も中学生も無料ですし、館長に

も主導していただいて、小学生向けに写生教室も行って

います。

平山　私たちの美術学校（現東京藝術大学）の受験のと

きは、本物の国宝を見ながら描きましたから。だから子

どもたちのために美術館からガンダーラの仏頭を持って

きて、10人くらいが囲んで描くんですよ。経験のない

人だったら、だめっていうんでしょうけどね（笑）。

前田　ちょっと冷や汗が出ましたけど、非常によい経験

だったと思いますね。そのほかにも、平山先生が始めら

れたんですけど、小学生を集めて外で野草を描いたりな

どもしました。

平山　子どもたちが「えー！？平山先生はこういうふうに

描くの」なんて、真似して描こうという子がいたりして、

楽しかったですね。ほんとは毎年やりたかったんですけ

どね。ちょっと具合が悪くなってしまって。

前田　その後も藝大の先生にお願いして、毎年「平山郁

夫絵画教室」を続けています。その経験があると美術に

興味を持つし、本画への興味もどんどん広がります。

梅津　確かに、複製とか印刷物を通じて文化に触れると

いうこともあるのかもしれませんが、実は逆ではないか

なと思います。むしろ原画に触れた方が想いを深めて、

それを我が手に取りたいという方がいることによって、

私どもの事業は成り立っているのではないかと。つまり、

あくまでもそういった本物ありきなんです。芸術文化

は、直接携わっている方だけでなりたっているわけ

ではないので、作家や鑑賞者はもちろん、広く底

辺を支える人たちを応援しながら、企業として、

芸術・文化に貢献していくことができれば、私た

ちなりの社会への貢献になると考えています。
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村おこしや町おこしに貢献
2013年にサービス開始から30年目を迎えた、日本

郵便株式会社さまの「ふるさと小包」。日本郵便の全国

のネットワークを活用して厳選された「ふるさとの味」を

産地から直接届けています。

1983年、北海道のある郵便局が、産地直送のアスパ

ラガスを出荷したのが「ふるさと小包」の始まりといわれ

ています。以来、郵便局がおすすめする地元の名産

品の産地直送として、サービスはまたたく間に全

国に広がりました。初年度は43万個であった取り

扱い個数は、2012年度には1,460万個にのぼっ

ています。サービス開始数年後に誕生した、

毎月1回ふるさとの味を届ける「頒布会」も、

取り扱い個数の増加を後押ししました。

日本郵便で「ふるさと小包」の事業を

担当する河本泰彰・郵便局総本部物販ビジネス部長は、

「商品を提供する生産者と商品を購入した消費者。郵便

局は、そのどちらにも身近な存在としてあり、こうした三

者の関係から創造され、展開されているサービスが、『ふ

るさと小包』です。地元に密着した全国約2万4,000の

郵便局と約20万人の社員によって発掘された商品に、

お客さまからは深い納得感、満足感を感じていただけて

いると考えています」と語ります。

「ふるさと小包」は、村おこしや町おこしを促した先駆

的なサービスでもありました。物販ルートを持たなかっ

た山里から出荷され、年間、数万個から数十万個の販売

実績をあげる産品もあります。一方で、商店もコンビニ

エンスストアもないような地域からの注文が一定の割合

を占めているという実績もあります。店舗がないところ

でも、日本中の名産品を取り寄せられるのです。

Topics3情報産業としての貢献

生産者の情報を
消費者に最適なカタチで

伝える

ています。以来

品の産地直送

国に広がりまし

扱い個数は、2

ています

毎月1回

取り扱

日

東京駅前JPタワー「KITTE」オープンに
合わせて、「ふるさと小包」事業開始30年
を記念して開催された「ふるさと小包 味
祭り」（2013年3月21日～ 24日）。人
気の25店舗が大集合して、全国の名産
品をお届けし、連日多くの方々が訪れま
した。共同印刷はこのイベントの企画か
ら運営までを担当しました 若年層への拡販のためにイベント会場

で利用された電子カタログアプリ

日本郵便株式会社 郵便局総本部 物販ビジネス部
部長
河本 泰彰 様
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「ふるさと小包」は、生産者にも消費者にも身近なサー

ビスとして、公共的な使命を帯びているのでした。

独自の方法で誰もが気軽に楽しめるサービス
近年は、ネットを利用した通販が全盛ですが、「ふるさ

と小包」はITを使いこなせないような方でも気軽に楽し

むことができます。それを支えているのが「ふるさと小

包」カタログ。全国約800社のおすすめの商品が掲載

された「ふるさと小包全国版」カタログは、現在では春夏

号と秋冬号の年2回、それぞれ51万部ほど発行されて

います。

日本郵便の河本部長は、「ネット通販とは競争のステー

ジが違います」と言います。「ふるさと小包」は、生産者と

も消費者とも、郵便局員がたくさんの会話を重ねながら

届けているサービス。そもそも郵便局員、配達員のお客

さまとの接触数、会話数は、とても多いのです。そうし

た事業の特徴を十分に踏まえた上で、生産者との意見交

換会を行い、サービスの充実に力を注いでいます。

カタログ制作と運営事務局としての役割
このような日本郵便の思いを受けながら、共同印刷で

はカタログの制作をしています。といっても、カタログ

のデザインや印刷業務だけを行っているのではありま

せん。日本郵便と一緒に、掲載される商品の品質基準

の管理やカタログ表現の公正さの確保、さらには「ふる

さと小包」を支えている生産者への支援など、多岐にわ

たる機能を提供しているのです。

共同印刷プロモーションメディア事業部の黒柳洋子は、

「私たちは、ふるさと小包のカタログ制作を通じて、この

優れたサービスの事務局機能をご提供しています。生

産者情報や商品情報は当社が収集しているほか、カタ

ログへの掲載情報を自動的に更新できるデータベース

システムなども用意しています。また蓄積された商品情

報をもとにしたマーケティング提案も行っています」と説

明します。

カタログには、商品内容や賞味期間（消費期間）はも

ちろん、アレルギー物質7品目などについても掲載され

ています。「ふるさと小包」独自の基準を設け、お客さま

に安心してご利用いただけることを第一義にしていま

す。つまり、共同印刷は「ふるさと小包」の安心・安全を、

日本郵便とともに実現しているのです。

新しいカタチへの発展
河本部長は、「これからは20歳代から30歳代の若い

顧客層の獲得に挑戦してみたいですね。若い方たち

が興味を持って、安心してご利用いただけるための

品質基準づくりやトレンド分析に、共同印刷さんのプ

ロの力を発揮していただければと期待しています」と

語ります。

共同印刷は、お客さまに信頼いただけるビジ

ネスパートナーをめざし、これからも「ふるさと

小包」事業の発展に尽くしていきます。

取締役
IT統括本部長
今村 敏夫

みたいですね。若い方たち

てご利用いただけるための

分析に、共同印刷さんのプ

ければと期待しています」と

に信頼いただけるビジ

これからも「ふるさと

ていきます。

共同印刷株式会社
プロモーションメディア事業部
営業企画部 営業企画第一課 主任
黒柳 洋子

当社は、「ふるさと小包」のカタログ運営事務局として、生産者の皆さまとのコミュニ
ケーションを通して、食品の安心・安全に関わる情報をより正確に、より早く利用者
の皆さまへ提供するノウハウを蓄積してきました。
生産者から収集した情報を、当社のデータベース「TRUENEXTⓇ」に登録すると、自
動組版でページがつくられます。完成後の修正をデータベースに反映させることも
可能です。また、商品情報をスマートフォンなどで閲覧できる電子カタログ高速作成
ツール「Skip Maker」、ポスターなどの広告から簡単に「ふるさと小包」のWebサイ
トにアクセスして注文できる仕組みをつくる画像認識技術「ぱとりしあⓇ」など、多彩
なコミュニケーションを支えるシステムメニューで、今後もお手伝いしていきます。

より正確、迅速に情報を形にする
ITソリューション
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（子会社含む）

共同印刷グループの概要

会社概要

事業分野

2012年度は「事業領域拡大による売上拡大」をめざしてさまざまな施策を実行しましたが、連結決算は減収減益となりました。
業績回復に向け、当グループが持つ強みを強化・再構築し、市場での競争力を高めるための施策を実行していきます。

会 社 商 号 ・・・・共同印刷株式会社（Kyodo Printing Co., Ltd.）

創業年月日 ・・・・1897（明治30）年 6月25日

設立年月日 ・・・・1925（大正14）年12月26日

資 本 金 ・・・・45億1千万円

本 社 ・・・・〒112-8501 東京都文京区小石川4-14-12

社 員 数 ・・・・連結2,717名 単体1,862名（臨時員含まず）

営 業 拠 点 ・・・・  国内４事業所（東京、名古屋、大阪、京都）
海外１事業所（中国上海）

出版商印部門

生活・産業資材部門 その他

ビジネスメディア部門
定期刊行物、書籍、一般商業印刷、電子書籍、高級美術複製
画など

軟包装、紙器、各種チューブ、金属印刷、建材、産業資材、
電子機器部品など

不動産管理、物流業務など

製造拠点
小石川工場・五霞工場・
越谷工場（共同オフセット）・
苫小牧工場（コスモグラフィック）

子会社
○(株)コスモグラフィック
○小石川プロセス(株)
○共同オフセット(株)
○共同印刷製本(株)
○デジタルカタパルト(株)

製造拠点
守谷第一工場・守谷第二工場・
小田原工場・和歌山工場・
磯原工場（常磐共同印刷）

子会社
○常磐共同印刷(株)
○共印商貿(上海)有限公司

子会社・関連会社
○共同物流(株)
○共同総業(株)
○共同印刷ビジネス
　ソリューションズ(株)
○(株)日本書籍新社
△共同製本(株)

製造拠点
鶴ヶ島工場・
川島ソリューションセンター・
京都工場（共同印刷西日本）

子会社
○共同印刷西日本(株)

ビジネスフォーム、データプリント、BPO業務、通帳・証券類、
各種カード など

※ 共同印刷グループは、共同印刷(株)、連結子会社12社および関連会社1社で構成されています　○連結子会社　△持分法適用関連会社

（2013年4月30日現在）
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売上高 営業利益／売上高営業利益率

■ 出版商印　■ ビジネスメディア　■ 生活・産業資材　■ その他
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財務ハイライト

連結 前期（2012年3月期）
（2011年4月1日～ 2012年3月31日）

当期（2013年3月期）
（2012年4月1日～ 2013年3月31日） 対前期増減率

売上高 97,040 94,220 △2.9%
営業利益 1,933 1,813 △6.2%
経常利益 2,534 2,443 △3.6%
当期純利益 1,320 1,437 8.8%

（単位 百万円）
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共同印刷グループの概要

印刷業界の外部環境
インターネットの発達で情報伝達手段が多様化し、情

報系印刷物の需要は縮小しています。お客さまが印刷

会社に求めるものも、印刷物の作成から、販促や在庫管

理などを含む業務全体に対するソリューションへと変わ

りつつあります。

生活・産業資材系分野でも、安全性やユニバーサル

デザインの観点からより高い機能の包材が求められるよ

うになってきました。

私たちはこうしたニーズに応え、お客さまに新しい製

品やサービスを提供していきたいと考えています。

共同印刷グループの事業は、出版印刷分野、パンフレット・カタログなどの一般商業印刷分野、ビジネス
フォームなどの業務用印刷物を扱うビジネスメディア分野からなる情報系事業と、パッケージやチューブ、
機能性フィルムなどの高機能製品を扱う生活・産業資材系事業から構成されています。当グループは、こ
れらの事業を通じて幅広い製品やサービスを社会に提供しています。

私たちの事業

強みと競争力で利益創出を実現する
当グループは「事業領域の拡大により売上拡大を実現

する」という中期経営方針のもと目標達成に向けて取り

組んできました。

2013年度からは中期経営方針を「強みを活かし事業

領域を拡大して利益を創出する」とし、製品・サービスの

市場競争力を高めることを目標としていきます。当グ

ループの財産である、110年を超える印刷事業の経験

によって蓄積された技術やノウハウを駆使し、グループ

の持つ強みを活かして、競争力のある製品・サービスを

市場に提供する取り組みを進めます。

フィルム自体が吸着・吸湿する機能を持つ
「モイストキャッチ®」など、さまざまな用
途に向けた製品群を独自開発

学びをテーマとする電子書店「自己ガクTM」
の運営を中心に、電子書籍市場で特色ある
サービスを展開

プロモーションの課題解決に向けた提案
を行い、企画制作から発送作業まで、お
客さま企業をトータルでサポート

データプリントから周辺業務までを一括
して請け負う事業

トータル
ソリューション
サービス

デジタル
コンテンツ
サービス

業務支援
サービス 高機能製品

生活・産業資材

商業印刷

生活・産業資材系事業情報系事業

出版印刷

ビジネスメディア
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コールセンター業務を効率化、
「C

コモ

ommo-V
ビュー

iew®」の提供開始

2012年4月、お客さま
の手元に届いた帳票（個
人情報がプリントされた
保険通知書などの通知文
書）と同じイメージ画像を
コールセンターの画面上
で照会し、素早く・正確な
応対を可能にしたシステ
ム、「Commo-View®」の
提供を開始しました。イ
メージ画像のデータ容量を従来の1/2～ 1/10と低容量化し
たほか、汎用システムとして開発したことで、コールセンターに
おけるシステム導入の初期費用を低減しました。
今後も、こうした新システムやサービスの開発に取り組み、

BPO※1サービス事業のさらなる拡大を図ります。
※1　 BPO：Business Process Outsourcingの略。お客さまの負担となって

いる業務を請け負う事業

株式会社玄光社さま『mizutamaさんのイラスト
レッスン』発刊記念ワークショップを開催
2012年6月、著書も多い有名消

しゴムはんこ作家mizutamaさん
の新刊『mizutamaさんのイラスト
レッスン』発売を記念するワーク
ショップ「かわいい消しゴムはんこ
でカードをつくろう」を、当社播磨坂
スタジオで開催しました。著者自ら
が講師を務めるとあって、2日間で
約100名の方にご参加いただき、大盛況となりました。
『mizutamaさんのイラストレッスン』は、当社が編集企画を提
案し、印刷から運営する電子書店「自己ガク™」での電子書籍販売
までを受注したものです。今後もこうした取り組みを進めて出版
社との関係を強化するとともに、書籍や電子書籍コンテンツと連
動したイベントの企画・運営サービスにも積極的に挑戦し、出版社
と読者をつなぐコミュニケーションの一翼を担っていきます。

業界初、 医薬品向け分割充填可能な
チャック付パウチ「D

デュープレックス

UPLEX O
ワン

NE®」

2012年6月、ひとつの袋で薬剤
と説明書を分割充填できる、医薬品
専用のチャック付スタンディングパ
ウチ「DUPLEX ONE®」をミヤコ化
学株式会社さまと共同開発しまし
た。プラスチックやガラスボトルと
紙箱とを併用した従来型の医薬品
向け容器と比べて、内容物を充填す
る前の容器体積を90％削減、充填
後の保管スペースおよび出荷時体積を50％以上削減（いずれも
当社比）した、画期的な環境配慮型製品です。
同月末に開催された｢第25回インターフェックス ジャパン｣な

ど医薬品分野の展示会に出品、現在、拡販に努めています。なお、
本品の製造は、当社守谷第二工場（旧称 守谷工場医薬・産業資材
棟）に導入した専用設備で行います。

「アウトガス除去機能付きフィルム」、
第一三共株式会社さまの錠剤用PTP※2シート
として製造・出荷を開始
「アウトガス除去機能付きフィ
ルム」は、薬剤の安定性阻害や臭
いのもととなるアウトガスを除
去することで、効能を損なうこと
なく薬剤の安定性や患者の服用
性を改善するものです。吸着材
の同梱が不要なため、吸着材の
誤飲リスクも発生しません。
今後も、本製品をはじめとする吸着・吸湿機能フィルムや酸素

吸収フィルムなどのラインアップを拡充し、独自の高機能性フィ
ルムの販売拡大と医薬・産業資材事業の発展に努めます。なお、
本製品の製造も当社守谷第二工場で行います。
※2　 PTP：Press Through Packageの略。薬剤をアルミなどの金属シート

やプラスチックで1錠ずつ個包装するシートで、押し出して取り出す包
装形態

トータルソリューションによる事業領域拡大
情報系事業では、お客さまの幅広い課題を解決する

総合的なソリューションの提供を積極的に行っていま

す。当グループの各部門が保有する営業ノウハウやサー

ビスメニューなどの営業資産を集約し、トータルソリュー

ションメニューとしてお客さまに提供することで、市場競

争力を高めます。そのための組織として2013年4月に

「トータルソリューションオフィス」を新設しました。

高機能製品による事業領域拡大
生活・産業資材系事業では、歯磨き用チューブをはじ

めとする既存製品の市場シェア拡大を図るとともに、「モ

イストキャッチⓇ」などを応用した高機能製品の拡販によ

る事業領域拡大をめざしています。現在、医薬品業界や

電子部品業界を中心に高機能製品を提案しており、実績

に結びついています。

チューブ事業では、主要得意先である日本ゼトック株

式会社さまとの協業強化に向け、相模原にチューブ製造

の新工場を建設します（2013年度竣工予定）。

TOPICS TOPICS

当社企画・主催のワークショップ PTPシート（写真はイメージです）

Commo-View®の画面イメージ

情報系事業 生活・産業資材系事業

Duplex One TM is a trademark 
of Kyodo Printing Co., Ltd. 
registered in Japan.

13共同印刷グループ　CSR報告書 2013



共同印刷グループのCSR

グループ経営理念とCSR
印刷事業を通じて社会の発展に貢献したいという創業

以来の思いを、時代を超えた基本精神として表したもの

が、私たち共同印刷グループの経営理念です。私たちは、

この経営理念を実現することが、CSRそのものだと考え

ています。

経営理念を実現するために、めざすべき経営の方向性

を「グループ基本方針」として表し、企業のあるべき姿を

明確にするために「グループ経営ビジョンKYODO 

SPIRIT」を掲げています。また、CSRの基本指針として

「グループ企業行動憲章」を制定、第1条に掲げた「信頼

される企業」をめざして、ステークホルダーの皆さまとの

信頼関係の確立に努め、ともに歩むことを重視した事業

活動を行っています。

グループ経営理念
印刷事業を核に、生活・文化・情報産業として社会に貢献する

グループ
経営理念

グループ基本方針
価値創造・成長・挑戦

グループ経営ビジョン
KYODO SPIRIT

グループ企業行動憲章

共同印刷ならびにグループ会社は、「印刷事業を核に、生活・文化・情報産業として社会に貢献する」ために、
以下に掲げる指針に基づき行動する。

グループ企業行動憲章

1. 信頼される企業
● お客さま、株主、取引先、社員、地域社会などとの信頼関係の確立に
努め、ともに歩むことを重視する。

2. 倫理を大切にする企業
● 経営者および全社員は、法令を遵守するとともに企業倫理の重要性を
認識し、業務を遂行する。

3. 安全性に配慮し、品質保証と情報管理を徹底する企業
● 社会のニーズを的確に把握し、クオリティーの高い製品とサービスを、
安全性に十分配慮して、開発、提供する。
● 会社、お客さま、取引先に関連して発生または取得したすべての情報
の取り扱いにあたっては、徹底した管理を行う。

4. 公正で透明性のある企業
● 公正にして自由な競争理念を良く理解し、市場の健全な進歩、発展に
寄与する。
● 政治、行政との健全かつ正常な関係を保つ。
● 有用で信頼性のある情報を積極的に開示し、株主をはじめとし広く社
会とのコミュニケーションを図る。

5. 環境に配慮する企業
● 環境問題への取り組みは人類共通の課題であり、企業の存在と活動に
必須の要件であることを認識し、持続可能な社会の構築に向けて主体
的に行動する。

6. 社会貢献活動を行う企業
● 「良き企業市民」として、積極的に社会および地域貢献活動の実践に
努める。

7. 人間を尊重する企業
● 「人を大切にする企業」として、従業員の多様性、人格、個性を尊重す
るとともに、安全で働きやすい環境を確保する。

8. 健全な社会秩序の維持を重視する企業
● 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは、
一切関係を持たない。

9. 海外の文化や慣習を尊重する企業
● 事業活動のグローバル化に対応し、各国・地域の法律の遵守、人権を
含む各種の国際規範の尊重はもとより、海外の文化や慣習を尊重する
経営を行う。

10. 経営トップの責務
●  経営トップは、グループ企業を含めた実効ある社内体制の整備を行
い、本憲章で掲げた項目の周知徹底を図り、取引先にも理解を求める。
● 本憲章に反する事態が発生したときは、経営トップ自らが問題解決に
あたり、再発防止に努める。また、社会への迅速かつ的確な情報の公
開と説明責任を遂行し、自らを含めて厳正な処分を行う。

2003年5月28日制定
2011年4月 1日改定
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CSRの推進
CSR推進体制
当社は、CSR推進体制の強化を目的に、常務取締役

を本部長とするCSR本部を設置しています。社内外のス

テークホルダーとの窓口機能を集約した「コーポレートコ

ミュニケーション部」と、経営管理の仕組みの整備と運用

に関する機能を集約した「マネジメントシステム推進部」

から構成され、連携しながらCSR活動を推進しています。

また、CSR活動を全社展開するために、管理部門の主

要10部門からなる「CSR推進会議」を設置しています。

2012年度は3回開催し、他企業のCSR報告書を参考に

当グループのCSR活動を見直したほか、各部門におけ

るCSRの年間活動計画を立案するなどの取り組みを行

いました。

社員CSR意識調査の実施
社員にとって“働きがいのある、魅力あふれる企業”を

めざし、2012年度に初めて「社員CSR意識調査」を実施

しました。質問は、CSR6つの重要項目に基づいた59問

で、各取り組みについての意識を調査する内容です。パー

ト・アルバイトなどを含むグループ全社員3,502名が対

象で、約87％の回答を得ました。調査の結果、お客さま

や取引先に向けての意識が高い一方、社内のコミュニ

ケーションに一部課題があることがわかりました。

また、調査結果を共有する場として、常務以上の役員

を対象にフィードバックミーティングを開催。調査を依頼

した株式会社MOTMOTドットコムさま出席のもと、当

グループのCSR活動に関する活発な意見交換が行われ

ました。

2013年度は本調査結果をもとに、CSR活動のPDCAサ

イクルをまわしていきます（関連情報は21ページ参照）。

人材の尊重と活用

主な取り組み
安全衛生委員会、仕事と家庭の両立支援委員会、
労働時間検討委員会

社員とともに P.21

社会とのコミュニケーション

主な取り組み
教育・文化活動、地域社会活動、福祉活動

社会とともに P.26

環境に配慮した事業活動

主な取り組み
環境委員会

地球とともに P.28

法令・企業倫理の遵守

主な取り組み
企業倫理委員会、リエゾンスタッフ制度

コンプライアンス P.38

高い情報セキュリティ体制に基づく、
製品・サービスの向上
主な取り組み
品質保証委員会、製品安全委員会、情報セキュリティ委員会

お客さまとともに P.18

サプライチェーンにおけるCSR推進

主な取り組み
CSR調達検討会

取引先とともに P.24

CSR6つの重要項目
CSR活動を推進するため、当グループでは「CSR6つ

の重要項目」を設定しています。これは、CSRの基本指

針である「グループ企業行動憲章」に基づき、より重要と

捉えている項目をステークホルダーごとに整理したもの

です。全社員が自らのステークホルダーを意識しながら、

誠実な行動に努めています。

また、これらの項目に沿って目標を設定し、CSR活動の

PDCA（Plan：計画、Do：実行、Check：確認、Action：改

善という一連の継続的な行動）サイクルをまわしています。

フィードバックミーティングの様子
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項目 参照ページ 2012年度目標

お客さまとともに　
高い情報セキュリティ
体制に基づく、
製品・サービスの向上

P18-20

プライバシーマークの認定取得の範囲拡大

情報資産管理の見直しと強化

品質保証・製品安全活動の仕組み見直しと強化

社員とともに　
人材の尊重と活用

P21-23

適切な運用が行われるよう、新人事制度の主旨のより一層の理解促進を図る

自律型社員を育てるためのキャリア開発施策のさらなる充実

安心して働ける職場環境づくりのための仕組みを整備

社員意識調査の実施

取引先とともに　
サプライチェーンにおける
CSR推進

P24-25

「CSR調達基準」の制定

CSR調達確認シート改訂版の運用開始

CSR調達に伴う調査活動のシステム構築

社会とともに　
社会とのコミュニケーション

P26-27

社会貢献活動の仕組みづくり

社員の企業市民としての意識醸成

東日本大震災復興支援活動の継続実施

地球とともに　
環境に配慮した事業活動

P28-37

化学物質管理体制の強化

カーボンフットプリントの取り組み推進

ISO50001（エネルギーマネジメントシステム）の導入検討

コンプライアンス　
法令・企業倫理の遵守

P38‒39

契約管理システムの運用開始

外部専門家（法律事務所、特許事務所）の選別と連携強化

倫理相談室のあり方や仕組みの見直しを検討

コーポレート・ガバナンス
（リスクマネジメント）

P40-43

実効性のある防火・防災体制の確立

グループ共通のBCP基本方針の制定

共同印刷グループのCSR

CSR重要項目の実績と目標
2012年度は、共同印刷グループ初となる「社員CSR意識調査」を実施し、

6つの重要項目に基づくCSRの取り組みについての意識を調査しました。

2013年度は調査結果から抽出した課題を中心に目標を設定し、CSR活動のPDCAサイクルをまわします。
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2012年度実績・進捗 自己評価 2013年度目標

当グループのコスモグラフィックがプライバシーマークを取得（2012
年8月） A  ● 情報セキュリティマニュアルに関連

する各要領の制定
● 各事業部門の品質保証体制の構築
と強化

情報セキュリティに関する文書体系を見直し、グループ全体での情
報管理体制を強化 A
品質保証・製品安全委員会を発足し活動開始。2013年度の組織改
正で、体制強化を目的に「品質保証統括本部」を設立 B
評価制度運用に関する理解促進のため、評価者（管理監督者）向け
「評価者フォローアップ研修」を実施 A ●  人事制度の一層の理解促進と評価

のフィードバックの徹底
●  長時間労働の削減に向けた施策強化
●  自律型社員を育てるためのキャリア
開発支援の継続実施
●  ハラスメント防止に関する啓発強化
●  CSRに関するe-ラーニングを実施

2013年度実施に向け、30歳社員対象のキャリアデザインセミナー
開催を準備 A

入院見舞金の新設。本社社員食堂をリニューアル（2012年5月） A

「社員CSR意識調査」を初めて実施（2013年2月） A
サプライヤー行動指針として「共同印刷グループCSR調達基準」を
制定（2013年1月） A

 ● CSR調達基準の周知徹底
●  CSR取り組み状況調査結果のフィー 
　 ドバック方法の見直し

サプライヤーに対するCSRの取り組み状況調査の項目を、「CSR調
達基準」に沿った内容に改訂 A
サプライヤーに対するCSRの取り組み状況調査方法を、紙から
Webに変更 A

社会貢献活動実践にあたっての「社会貢献活動の考え方」を決定 A ●   社員参加型の社会貢献活動の実施
●   社会貢献活動の仕組みづくり
●   東日本大震災復興支援活動の継続
実施

グループ報「KyoDo」に社会貢献活動を掲載し、社員の意識を醸成 A

第2回企業マルシェ「うまいもの市場」を実施（2012年11月） A

化学物質管理基準の見直しを実施 B
● エネルギー管理体制の強化
● 化学物質適正管理指針の改訂
● ISO14001統合認証範囲の拡大

当グループ「CSR報告書2012」でCO2排出量のテスト算出、および
算出手順を構築 A
ISO50001導入検討にあたり、当社五霞工場のエネルギー管理状
況の調査を実施 B

契約管理システムの運用を全社で開始 A  ● ソーシャルメディアポリシーの周知
徹底
● 通報受領後の、倫理相談室の運用ス
キームの確立

弁護士事務所や特許事務所との連携を強化 A
倫理相談室のあり方や仕組みを見直すため、外部相談窓口を運営す
る企業との意見交換を実施 B

※　環境目標は「環境ビジョン２０１５」（３0ページ）に記載

「危機管理マニュアル」や「災害復旧マニュアル」など緊急時のマニュ
アルを統合し、初動対応計画を策定 A  ● 当社川島ソリューションセンターにお

いて、BCMS（事業継続マネジメント
システム）の国際規格「ISO22301」
の認証取得推進
● 災害備蓄品の拡充

共同印刷グループ「BCP基本方針」を制定（2013年1月） A

評価基準　A：目標を達成　B：取り組んだが、目標達成にいたらなかった　C：取り組み不十分

17共同印刷グループ　CSR報告書 2013



実績・進捗
① 共同印刷グループのコスモグラフィックが、
2012年8月にプライバシーマークを取得

② 情報セキュリティに関する文書体系を見直し、グ
ループ全体での情報管理体制を強化

③ 品質保証・製品安全委員会を発足し活動開始。
2013年度の組織改正で、体制強化を目的に「品
質保証統括本部」を設立

安全と安心を守る
情報セキュリティ  

2012年度目標
①プライバシーマークの認定取得の範囲拡大

②情報資産管理の見直しと強化

③品質保証・製品安全活動の仕組み見直しと強化

当グループは、お客さまからお預かりする情報を決し

て漏らさない管理体制の維持・強化こそが、信頼の源泉

と捉えています。

情報資産管理の強化
 共同印刷グループ情報セキュリティ基本方針
2012年、情報セキュリティに関する文書体系を見直

し、管理すべき情報と管理方法を整理しました。主な変

更点は以下のとおりです。

1.　 情報セキュリティ基本方針をグループ全体の方

針へ改定

2.　 情報の管理規程と情報機器の取り扱い規程を統

合し、整合性・連動性を図る

3.　具体的な管理手順をマニュアルとして定める

 情報セキュリティ体制の強化
外部認証取得範囲の拡大
2012年8月、当グループのコスモグラフィックがプ

ライバシーマークを取得し、認定が必要な全事業所が取

得を完了しました。そのほか、2012年度はプライバシー

マークの更新審査が行われ、2件の指摘事項があったも

のの、改善を行い無事更新されました。

また、ISMS認証の取得は当社川島ソリューションセン

ターのみでしたが、鶴ヶ島工場の一部業務を加え、「ビジ

ネスメディア事業部製造本部」として認証を拡大しました。

お客さまとともに
高い情報セキュリティ体制に基づく、
製品・サービスの向上
生活・文化を豊かにする印刷物の提供は、
安心・安全が第一です。
厳正な情報管理体制のもと、技術や品質を高め、
高い付加価値のある製品・サービスの提供に努めます。

外部認証取得状況
外部認証の種類 取得範囲

ISO9001
鶴ヶ島工場・川島ソリューションセンター、
守谷工場、小田原工場・和歌山工場、
共同製本

Japan Color認証制度
標準印刷認証・マッチング
認証・プルーフ運用認証

小石川工場

情報セキュリティ
マネジメントシステム
（ISMS）／ISO27001

ビジネスメディア事業部製造本部、
共同印刷西日本（京都工場）

プライバシーマーク
共同印刷全事業所、コスモグラフィック、
共同印刷西日本、共同物流、
共同印刷ビジネスソリューションズ
※共同製本は同様の認証制度SAPPSを取得

情報管理体制の見直し・構築
お客さまからお預かりする「情報」を情報加工産業とし

て適切に取り扱うために、管理体制を見直しました。各

部門に情報管理者を任命して体制を整備するとともに、

スキルアップと情報管理手順の遵守徹底のため、教育

の充実を図りました。

また、情報の区分別管理基準を新設し、部門単位で

保護すべき非公開情報の洗い出しや、機密性・完全性・

可用性の観点でのランク分けを実施しました。さらに管

理台帳への登録の徹底により情報管理の可視化を図り、

自部門の管理情報（管理体制）の課題把握と対策に着手

できる仕組みを整えました。

情報セキュリティ基本方針
http://www.kyodoprinting.co.jp/social-environment/
visitor/

http://www.kyodoprinting.co.jp/company-profile/
certifi cate.html
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教育受講者数の推移

SPIRIT生産活動  

年度 一般教育受講・合格者数 専門教育受講・合格者数
2010 3,371 1,082
2011 3,329 1,117
2012 3,335 1,227

「SPIRIT生産活動」は、コストダウンと品質向上をめざ

す、生産部門を中心とした取り組みです。

よりよい製品・サービスは、働く環境づくりから
2012年度は、「5Sを通じてムダを取り、スピーディー

かつ柔軟な生産体制を構築」「ルールを決め、守らせ、

モラールの高い職場をつくる」をスローガンに、「品質」

「能率・効率」「費用」それぞれの改善を目的に活動しま

した。毎月の活動計画に沿った5Sの取り組みは、各部・

工場「5S委員会」がその進捗を確認しています。

コスト改善額の伸びは8年間継続した「SPIRIT生産活

動」により近年落ち着いています。今後は、「5S」をベー

スにした働く環境の改善が、よりよい製品・サービスの

提供につながるという考えのもと、活動のさらなる強化

に努めます。

品質保証の取り組み

品質事故件数の推移（2003年度比）

お客さまの信頼獲得をめざす
品質保証と製品安全活動  

お客さまの求めるもの

効
果
的
な
運
用

継
続
的
な
改
善

品質
情報セキュリティ製品安全

お客さま満足度の向上

お客さまの期待以上の製品・サービスを提供するた

めに、「共同印刷品質方針」に基づいた活動を、社員一

人ひとりが継続的に行っています。

品質保証体制の強化
2013年度の組織改正において「品質保証統括本部」

を設立しました。当部門では、各事業部門の品質保証体

制の構築と強化、体質を改善する活動を推進します。

また、実際の業務に沿った標準づくりによる高い効果

を生む活動をめざし、2012年度に全社標準「品質マニュ

アル」「要領集」の事務局案を作成しました。2013年度

は本事務局案を各部門に展開します。

個人情報保護教育、受講者数が増加
全社員対象の一般教育と、幹部職員を中心とした専

門教育を行っています。現在、専門教育を自発的に受講

する一般社員が増加し、個人情報の取り扱いに関する

意識向上が進んでいます。

委員による5S状況の巡視

20

40

60

80

100
（%）

03 0504 06 07 08 09 10 11 12（年度）

31.3%

品質保証と製品安全活動の一体化
2012年度は、品質保証委員会と製品安全委員会を

統合し、「品質保証・製品安全委員会」を発足させました。

毎月の定例会議で、活動の進捗確認と品質・製品安

全監査を実施した結果、2012年度の品質事故件数は、

前年度比18％削減となりました。

※ 教育を受講し、理解度テストに合格した人数

技術・製造・営業部門すべての
社員の参加、部門連携の活動

品質保証委員会 

品質改善活動会議
（生産拠点ごとに活動）

情報セキュリティ委員会

製品安全委員会

品質保証統括部 マネジメントシステム推進部
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お客さまとともに

当グループが提供する製品やサービスを、より多くの

皆さまに安心・安全に利用いただくため、各事業でユニ

バーサルデザイン（以下UD）化に取り組んでいます。

 点字つき出版物普及に取り組む
－出版商印部門
当社は、2002年に発足した「点字つき絵本の出版と

普及を考える会」の構成メンバーの一員として、点字つ

きの出版物普及のために、印刷会社の立場からさまざ

まな提案を行っています。

2013年2月、同会の設立10周年企画として、「てんじ

つきさわる絵本」が3冊同時に出版されました。美しい色

と、樹脂インクで盛り上げた点字や線などの加工により、

目の見える人も見えない人も一緒に絵本を楽しむことが

できます。当社は3冊のうち1冊の製造を担当しました。

ユニバーサルデザインへの
取り組み  

製品・サービスの向上をめざした
コミュニケーション  

2013年度目標
• 情報セキュリティマニュアルに関連する各要領の
制定

• 各事業部門の品質保証体制の構築と強化

「お客さま第一」をモットーに、営業・製造・技術が一

体となって、日々の事業活動を遂行しています。

お客さまの声を大切に
 －顧客満足度調査の実施
品質保証活動の客観的評価として、顧客満足度調査

を実施しています。2012年度は、調査結果をより効果

的に活用できるように、全社標準「顧客満足度の測定・

監視管理要領」の事務局案を作成しました。

営業部門のビジネスメディア事業部では、2012年度

の調査において35社から回答をいただき、お客さまか

ら主に以下の声が寄せられました。

• 工程管理がしっかりしており、セキュリティに配慮して

いる

• こちらの意図を深く理解し、かつ付加価値のある提案

はありがたい

•  安定したクオリティーの商品・サービスの提供を真に願う

• コスト削減に期待

• 業務改善提案など通常業務プラスαの提案、デザイン

性の高い製品提案を希望

今後も、お客さまの声に真摯に耳を傾け、製品・サー

ビスのより一層の向上に努めます。
線の上に樹脂インクで盛り上げた
点が付いている

当社受注「てんじつきさわる
えほん『さわるめいろ』」（株
式会社小学館発行）は、誰も
がみんな一緒に読んで楽しめ
る工夫が詰まった絵本

製品のユニバーサルデザイン化を推進
 　 －ビジネスメディア部門
ビジネスフォームや証券類を取り扱うビジネスメディ

ア部門では、契約事務の円滑な進行や「わかりやすさ」

への配慮などから、製品のUD化に取り組んでいます。

客観的な指標として、「情報のわかりやすさ」を認証する

UCDA（一般社団法人ユニバーサルコミュニケーション

デザイン協会）の協力を得たり、目線の動きを科学的に

分析する「アイトラッキング」の手法を取り入れたりする

など、お客さまに具体的な効果を示しながらの提案を心

がけています。

UD化はBPO業務においても記入ミス削減の効果が

期待できます。今後も積極的に推進し、営業担当に浸透

させていきます。

20 共同印刷グループ　CSR報告書 2013



実績・進捗
① 評価制度運用に関する理解促進のため、評価者
（管理監督者）向け「評価者フォローアップ研修」
を実施

② 2013年度実施に向け、30歳社員対象のキャリ
アデザインセミナー開催を準備

③入院見舞金の新設。本社社員食堂をリニューアル

④ 2013年2月「社員CSR意識調査」を初めて実施

社
員
と
と
も
に

2013年2月、社員にとって“働きがいのある、魅力あ

ふれる企業”をめざし、共同印刷グループ初の「社員

CSR意識調査」を実施しました。質問は、CSR6つの重

要項目に基づいた59問で、各取り組みについての意識

を調査する内容です。その結果、お客さまや取引先に向

けての意識が高い一方、社内のコミュニケーションに一

部課題があることがわかりました。また、調査結果を共

有する場として常務以上の役員を対象にフィードバック

ミーティングを開催しました。

2013年度は、本調査結果をもとにCSR活動の

PDCAサイクルをまわしていきます。

社員の多様性を尊重するとともに、社員の能力を十分

に発揮できる企業組織をめざし、施策を講じています。

女性社員の活躍支援
当社では、女性の能力発揮支援策として “Bright 

Women Support Plan”を推進しています。

2012年度は、女性社員の自発的な意欲を引き出す

ために、社外異業種セミナーや社外交流会「女性活躍サ

ポート・フォーラム」（公益財団法人21世紀職業財団主

催）などに社員を派遣しました。また育児に携わる女性

社員を対象に、ロールモデルの事例を通じてよりよい働

き方を学ぶ「ママ＆プレママセミナー」を9月に開催しま

した。

初の「社員CSR意識調査」実施  

ダイバーシティ推進の取り組み  

2012年度目標
① 適切な運用が行われるよう、新人事制度の主旨
のより一層の理解促進を図る

② 自律型社員を育てるためのキャリア開発施策の
さらなる充実

③ 安心して働ける職場環境づくりのための仕組み
を整備

④ 社員意識調査の実施

情報交換の場として好評なママ&プレママセミナー

お
客
さ
ま
と
と
も
に

社員とともに 人材の尊重と活用
企業の成長は、社員の成長とともにあると捉え、
社員が持つ個性と能力を存分に発揮できるよう
人材の育成と環境づくりに努めます。

CSR6つの重要項目ごとの総合満足度 

コンプライアンスの
取り組み　
3.52

コンプライアンスの
取り組み　
3.52

お客さまに
満足いただける
製品・サービスの提供
3.75

お客さまに
満足いただける
製品・サービスの提供
3.75

取引先との共存共栄
4.00
取引先との共存共栄
4.00

社員としての
満足度
3.22

社員としての
満足度
3.22

会社の社会への
貢献度
3.57

会社の社会への
貢献度
3.57

環境に配慮した
事業活動
3.52

環境に配慮した
事業活動
3.52

会社のＣＳＲの方向性
3.54
会社のＣＳＲの方向性
3.54

1
2
3
4
5

0

実施対象：グループ社員（臨時員含む）3,502名

有効回答数：3,036名（回答率：87％）

実施時期：2013年2月13日～ 3月1日

社員CSR意識調査の概要
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すべての社員が能力を発揮して活躍できる職場づくり

に取り組んでいます。育児休業制度や勤務時間短縮制度

など、各種制度の充実を図っています。
http://www.kyodoprinting.co.jp/social-environment/
employee/

子育て支援企業 第Ⅳ期行動計画推進
当社は、次世代育成支援対策推進法に基づき、東京

労働局長より“子育て支援企業”の認定マーク（愛称：く

るみん）を付与されています。現在、第Ⅳ期の行動計画

（2012年7月1日～2015年3月31日）

に基づき、ワーク・ライフ・バランス推進

の活動を積極的に行っています。

仕事と介護の両立支援制度
仕事と介護の両立をめざす社員への各種支援を実施

しています。2012年度は、前年に引き続き外部講師に

よる「介護セミナー」を2回開催し、58名が参加しまし

た。また社員の声を反映して、2013年2月に「仕事と介

護の両立に関する相談窓口」を設置しました。会社の支

援制度や、社内事例の紹介など各種介護情報の提供に

より、両立者の支援に努めています。

一人ひとりが組織のなかで個性を発揮し生き生きと働く

ために、制度の充実に努めています。

人事制度のより一層の理解と浸透
当社の人事制度の基本コンセプトは、「自身の役割と

仕事に対して、より高い価値を生み出すため主体的に取

り組む社員の集団」「公平な評価に基づく、安心感と健

全な緊張感が両立した組織」です。

2012年度は、制度のより一層の理解と浸透を図るた

めに、評価者（管理監督者）を対象とした「評価者フォロー

アップ研修」を10回行い、252名が受講しました。

また、より公正で納得できる人事制度へと改善するた

め、2012年4月より「人事制度意見箱」を設置しました。

人事制度の運用上の問題点を直接人事部に質問・相談

できるもので、9件の意見がありました。各種相談対応

を重ねることで、制度や運用の改善につなげています。

多様な人材を生かす制度
社員の能力や適性はもちろん、本人の意思と意欲を

尊重し、キャリア形成に反映する制度の充実に取り組ん

でいます。全一般社員が対象の「自己申告制度」をはじ

め、社内公募型「キャリアチャレンジ」や社内留学「イン

ターンシップ制度」の運用により、活力のある職場環境づ

くりに努めています。

キャリア開発施策の推進
研修会や勉強会の開催を通じて、社員のキャリア開発

支援に取り組んでいます。2012年度は、自律型社員を

育てる教育の企画・検討を行いました。2013年度実施

に向け、30歳社員を対象とした「キャリアデザインセミ

ナー」の準備を進めるとともに、ベテラン社員のモチ

ベーションアップを目的とした中高年向けの「キャリアデ

ザイン研修」の検討も進めています。

ダイバーシティ／主な休暇と休業制度の実績

「仕事と介護」に関する両立支援制度

ワーク・ライフ・バランスの推進  

社員の能力発揮へ向けて  

2010年度 2011年度 2012年度
女性幹部職員数 7名 9名 10名
シニアパートナー※1数 129名 92名 69名
障がい者雇用率 1.81％ 1.79％ 1.81%
有給休暇取得率 47.8％ 42.4％ 40.9%

育児休業制度 35名
（復帰率100％）

29名
（復帰率100％）

36名
（復帰率96.6％）

勤務時間短縮制度 33名 34名 33名

介護休業 2週間以上の要介護となった対象家族1人につき、取
得回数2回まで。通算で最長1年間取得可能

介護休暇
要介護状態にある家族の介護、その他の世話をするこ
とが必要なとき、当該対象家族が1人の場合は年間5
日、2人以上の場合は年間10日取得可能

勤務時間短縮 対象家族1人につき通算で最長1年間、1日の労働時
間を最大4時間短縮可能（30分単位）

再雇用制度 退職理由が介護の場合、勤続3年以上の社員は、退職
後3年以内であれば再雇用希望の申し出が可能

理解を深める機会となったセミナー

社員とともに

障がい者雇用
2012年度は、障害者虐待防止法施行に対応して、「障

がい者雇用相談窓口」を設置しました。12月には、障が

い者の職場への定着を支援する「東京ジョブコーチ」を講

師に招き、障がい者とともに働く社員を対象に、基本的

な知識の習得を目

的とした教育を実

施しました。

※1　シニアパートナー制度：定年退職者の継続雇用制度
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心の健康を守る
社員の心の健康を守るために、産業医・嘱託精神科医

による「メンタルヘルス相談」のほか、社外専門機関によ

当グループでは、社員の健康を守り、安全で快適な職

場環境を整備する取り組みを推進しています。

安全衛生管理体制の整備
安全衛生委員会・安全衛生協議会・グループ会社連絡

会議などの活動を通じて、安全衛生情報の共有や、労働

災害事例と再発防止策の共有・周知を図っています。

職場環境の安全と健康管理
職場の安全衛生管理体制の維持・向上を図るため、客

観的・専門的視点での助言や指摘を行う場として、「安全

衛生巡視」を実施しています。有機溶剤を取り扱う職場

では、排気装置の適切な管理や外部専門機関による年2

回の作業管理測定など、法令に則ったさまざまな取り組

みを行っています。また、社員の健康管理の一環として、

定期健康診断に加えて「有機溶剤作業従事者特殊健康

診断」も年2回実施しています。

今後も法令を遵守し、当グループの労働安全衛生向

上への取り組みを推進します。

安全で働きやすい職場づくり  

災害度数率
2010年度 2011年度 2012年度

労働災害による死亡者 0名 0名 0名
災害度数率※2 0.200 1.000 0.170
災害強度率※3 0.002 0.019 0.002

※2　災害度数率：100万のべ実労働時間当たりの労働災害による休業災害件数
※3　災害強度率：1,000のべ実労働時間当たりの労働損失日数

両立を支える職場の理解と柔軟な支援制度
化粧品のパッケージとしても使用されるラミ
ネートチューブの新規開拓営業、そして2人の
子どもの母として、仕事と家庭の両立に努めて
います。
営業職ですので、競争のなかでの売上達成は
もちろん、お客さまと約束した納期や品質を守
るため、時間的に厳しい面もあります。そのな
かでも仕事に集中できるのは、家庭の状況に
対する職場の理解と柔軟な支援制度による安

心感があるからです。平日は中学校に通う娘、
休日はサッカーにいく小学生の息子のお弁当
づくりなど、家庭での時間も大切にしています。
現在私には4名の部下がおり、内1名は時間
短縮制度を利用しながら育児との両立をして
います。子どもを持つ前と同じようにはいかず、
不安や焦りがあると思いますが、子育ての先輩
として悩みをわかち合い、自信を持って仕事を
してもらえるように支援をしていきたいです。

Voice

労使間における密接な意見交換と情報共有は、健全

で安定的な労使関係を保つ基礎となります。当グループ

は、「労使トップ懇談会」「経営協議会」「労使委員会」など、

さまざまな労使間コミュニケーションの場で経営情報の

提供や課題共有・協議などを行い、相互理解を深めて信

頼関係の構築に努めています。

労使間コミュニケーションの緊密化  

2013年度目標
• 人事制度の一層の理解促進と評価のフィードバッ
クの徹底

• 長時間労働の削減に向けた施策強化

• 自律型社員を育てるためのキャリア開発支援の
継続実施

• ハラスメント防止に関する啓発強化

• CSRに関するe-ラーニングを実施

るEAP（従業員支援プログラム）を導入しています。

2012年度は「セクシュアルハラスメント防止規程」を

改定して禁止行為を明記するとともに、「パワーハラスメ

ント防止規程」を新設しました。それに伴い、従来のセク

シュアルハラスメント相談窓口を「ハラスメント相談窓口」

とし、相談対象を拡大しました。

福利厚生の充実
社員の声にこたえ、2012年度は本社社員食堂のリ

ニューアルを実施し、メニュー構成や提供方法などを改

善しました。また福利厚生の見直しの一環として、「慶弔

見舞金支給規程」のなかに入院見舞金を新設するなど、

福利厚生の充実を図りました。

L&I事業部 営業第1部第3課 
課長
坂井 史絵
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実績・進捗
① サプライヤー行動指針として「CSR調達基準」を
制定

② CSRの取り組み状況調査の項目を、「CSR調達
基準」に沿って改訂

③ CSRの取り組み状況調査方法を、紙からWeb
に変更

「CSR調達基本方針」に基づき、サプライヤーととも

に社会の要請に応えられる体制づくりに努めています。

CSR調達基準の制定
2013年1月、サプライヤーに求める“行動指針”とし

て「CSR調達基準」を制定しました。6分野20項目にわ

たる内容は、社会からの要請事項および共同印刷グ

ループの企業行動憲章、取引基本契約書に基づくもの

です。

サプライヤーの皆さまにご理解とご協力を要請する

ため、説明会を一部実施したほか、当グループにおいて

も遵守すべき基準

として、社内発注

担当者への趣旨説

明を行いました。

取引先とともに サプライチェーンにおけるCSR推進
「CSR調達基本方針」に基づき、
CSRの取り組みをサプライヤーとともに推進し、
サプライチェーン全体の相互発展をめざします。

CSR調達活動  

2012年度目標
①「CSR調達基準」の制定

②CSR調達確認シート改訂版の運用開始

③CSR調達に伴う調査活動のシステム構築

理解が広がった「サプライヤーCSR調達説明会」

2013年1月31日制定

共同印刷グループCSR調達基準

共同印刷グループは、サプライヤーの皆さまとCSR（企業の社会的
責任）活動に取り組み、共に持続可能な発展を遂げていきたいと考え
ています。
そのために遵守いただく基本事項として、以下の「CSR調達基準」を
定めます。

1．法令・社会規範の遵守
（1） 事業活動に適用される各種法令・条例・政府通達および社会的

規範を遵守する。
（2）不適切な利益供与・受領は行わない。
（3）反社会的勢力とは、一切の関係を持たない。
（4） 内部通報を受けた際、通報者が不利益を被らない措置をとる。
（5） 輸出関連法規および事業活動を行う国や地域の法令を遵守する。

2．人権尊重と安全衛生
（6）従業員の基本的人権を尊重し、不当な差別は行わない。
（7） 各種のハラスメントを容認せず、健全に働ける職場環境の実現

に努める。
（8） 労働災害の予防、従業員の安全確保、および労働時間の管理、

健康管理に努める。
（9） 児童労働、強制労働、外国人労働者の不法就労等、不当な労

働行為をしない。

3．情報セキュリティ
（10） 取り引きを通じて得た秘密情報・個人情報等については、不

正利用や情報漏洩が生じないよう適切に管理する。
（11） 特許権・著作権･商標権等の知的財産権を侵害しない。

4．環境保全と安全
（12） 事業活動全般において、環境関連法規を遵守するとともに、

環境負荷の低減に努める。
（13） 取り扱う材料や部品については、環境負荷の低い製品を優先

的に購入する。
（14） 関連法規・条例に則り、産業廃棄物を適正に処理する。
（15）関連法規・条例に則り、化学物質を適正に管理する。

5．品質の維持と向上・製造物責任・安定供給
（16） 当グループからの要求水準を満たし、常に品質向上に努める。
（17） 製品の安全性に関しては、関連法規を理解し、適切な管理を

行う。
（18）市況に即した適正な価格で製品・サービスを提供する。
（19） 指定納期を守り、製品・サービスを安全・安定的に供給する。

6．社会貢献
（20）社会貢献・地域貢献活動に努める。
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2012年度は、下請法の遵守状況を内部統制の監査

項目に取り込み、初めて監査を実施しました。また、事

例や状況を踏まえ、「下請法遵守マニュアル」の改訂およ

び教育用の「下請法教育テキスト」作成も行いました。

下請法教育はグループ会社を含めた、発注・購買部

門、営業部門、技術開発部門を対象に実施しており、

1,092名が受講しました。さらに、公正取引委員会、経

済産業省およびその管轄団体が主催する「下請取引改

善講習会」に、管理職を中心とした107名を派遣し、「下

請法」の周知徹底を図りました。

当グループでは、事業活動にご協力いただいている

サプライヤーの皆さまとの交流の場として、「新年互礼

会」を開催しています。

2013年は、サプライヤー 114社にご参加いただき、

ホテルメトロポリタンエドモント（東京都千代田区）にて

開催しました。会の席上、品質面を中心に選定した10

社に対し感謝状などを贈呈すると、参加者から惜しみな

い拍手が寄せられました。

当グループからは社長をはじめとする約40名が参加

し、サプライヤーの皆さまに日ごろの感謝を伝えました。

サプライヤーへの調査活動
CSR調達の一環として、サプライヤーに対する「CSR

の取り組み状況調査」を実施しています。

2回目となる2012年度は、原材料や製品・半製品、

各種サービスを提供いただくサプライヤーから前年度

の取り引き実績が多い436社を対象に行いました。

「CSR調達基準」の制定に伴い、調査項目を基準に沿っ

て改訂したほか、回答いただくサプライヤーの負荷を軽

減するため、前年度の紙調査からWeb調査に変更しま

した。その結果、2011年度より回答率が8%向上しま

した。

調査結果は、今後の取り引きの参考にするため、各発

注担当部門にフィードバックしました。取り組みが不十分

と思われるサプライヤーには個別にヒアリングを行い、

CSRの重要性への理解を求めています。

取
引
先
と
と
も
に

下請法遵守の取り組み  

サプライヤーとのコミュニケーション
感謝状の贈呈  

2013年度目標
• CSR調達基準の周知徹底

• CSR取り組み状況調査結果のフィードバック方法
の見直し

歓談の輪が広がった「新年互礼会」

サプライヤーCSR取り組み状況調査の運用状況
年度 対象 回答 回答率
2011 521社 350社 67%
2012 436社 326社 75%

本気でお客さまの立場になって考え、行動しています
共同印刷さまとは、弊社が設立された1960年
からのお付き合いで、長年にわたり印刷加工全
般のお取り引きをさせていただいています。
印刷には、文化の発展を支えてきた長い歴史
があります。私たちは、文化の担い手である印
刷産業を加工という分野で盛り立て、紙文化を
支えていきたいと思っています。弊社は、受注
した製品のご発注先さま、ご依頼元さま、エン
ドユーザーさま、社会全体にとって何が最善な

のかを軸に、事業全体と個別業務を考えて行
動しています。また、製造業の要である技術と
品質に対しお客さまから高い評価をいただい
ており、それを誇りに日々精進しています。
社会に存在する企業として、社会的責任は当
然果たすべきものと考えています。共同印刷
さまがCSRの目的に掲げられた「取引先を含め
たサプライチェーン全体の相互発展」をめざ
し、ともに社会的責任を果たしてまいります。

Voice

旭紙化工株式会社
専務取締役
木村 亨 様
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社会とのコミュニケーション
社会との相互理解と持続的発展のため、
社員一人ひとりが、
自発的かつ積極的に社会とのコミュニケーションを図れる
企業風土の醸成に取り組みます。

実績・進捗
① 社会貢献活動実践にあたっての
「社会貢献活動の考え方」を決定

② グループ報「KyoDo」に社会貢献活動を掲載し、
社員の意識を醸成

③第2回企業マルシェ「うまいもの市場」を実施

共同印刷グループは、事業を通じて社会課題の解決

に寄与することはもちろん、豊かな社会を実現するため

に、企業市民として積極的に社会貢献活動を推進したい

と考えています。2012年度は、当グループが社会貢献

活動を実践するにあたっての「社会貢献活動の考え方」

として、4つの項目を定めました。

「ジャンプができるまで」を小学校で紹介
当グループの事業について理解を深めていただくこ

とと、次世代育成支援を目的として、事業所ごとに工場

見学やインターンシップの受け入れを行っています。

2012年11月、当グループのコスモグラフィックは、

北海道苫小牧市内の企業７社と一緒に苫小牧市立の小

学校を訪問し、「職業体験学習」を行いました。コスモグ

ラフィックは、印刷の各工程で使用するフィルムや樹脂

版、刷本などを使い、当グループが受注する株式会社

集英社さまの「『週刊少年ジャンプ』ができるまで」を紹

介しました。まんがを主体にした説明は大好評で、印刷

の仕組みについて楽しく理解を深めていただきました。

社会とともに

2012年度の主な工場見学・インターンシップ受け入れ実績

社会貢献活動の考え方  

教育・文化活動  

2012年度目標
①社会貢献活動の仕組みづくり

②社員の企業市民としての意識醸成

③東日本大震災復興支援活動の継続実施

実施事業所 内容
小石川工場 文京区内の小学3年生14校811名の工場見学
川島ソリュー
ションセンター

埼玉県立城西川越中学校、川越総合高校7名の職場
体験学習

常磐共同印刷 茨城県立日立工業高校1年生4名のインターンシップ

社員の意識を醸成
当グループの社会貢献活動および支援団体の取り組

みをグループ報に掲載し、社員の企業市民としての意識

を醸成しています。

2012年度は、当グループが支援する社会福祉法人

日本点字図書館をはじめ、環境ＮＰＯ法人の取り組みを

紹介するなど、ステークホルダーの生の声を通して、社

会貢献活動に対する理解促進を図りました。

1． 印刷業として関わりの深い「教育・文化」「環境」に、「地域社会」「福
祉」「人道支援」を加えた5分野を活動領域と定め、社会貢献活動
を実践します。

2． 社会貢献活動を通じて、社員一人ひとりが自発的かつ積極的に社
会とのコミュニケーションを図れる人材へと成長するよう、社員の
社会貢献活動を支援します。

3． 事業活動を通じて培った経営資源（人材、ノウハウ、技術、施設など）
を活用して、共同印刷グループらしい活動を行います。

4． 広い視野をもって社会貢献活動を実践するために、外部ステーク
ホルダーとの対話や協働を通じて、活動内容の充実を図ります。

興味津々の子どもたち
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社
会
と
と
も
に

継続的な清掃活動
2012年6月、小野矢指海岸（茨城県北茨城市）で行

われた清掃活動に、当グループの常磐共同印刷の社員

19名が参加しました。この清掃は、北茨城市の貴重な

観光資源である海岸を中心とした市内各所を掃除し、来

訪者に気持ちよく過ごしていただきたいと毎年実施され

ています。そのほか、本社や守谷工場をはじめ、各工場

やグループ会社に

おいても地域の清

掃活動を継続的に

実施しています。

東日本大震災復興支援マルシェの実施
2012年11月に、被災地である福島県の農産品など

を展示販売する企業マルシェ「うまいもの市場」を、本

社で開催しました。2回目の開催となる本マルシェは、

前年度の会津地方にいわき地方が加わり、計9店舗が

果物やラーメン、地酒、海産物などの特産品を販売。当

グループ役員およ

び社員など延べ

800名が訪れ、盛

況のうちに終了し

ました。

社員食堂で被災地を応援
本社社員食堂では、運営する委託企業の協力のもと、

会津地方の食材を使用したメニューを提供する“会津の

日”を毎月12日に開催しています。会津伝統の味「ソー

スカツ丼」や味噌ラーメンなど、バラエティに富んだメ

ニューは社員にも好評です。今後も被災地の食材を積

極的に使用することで、復興を応援していきます。

日本点字図書館の活動を支援
社会福祉法人日本点字図書館は1940年の創立以

来、全国の視覚障がい者のための点字・録音図書の製

作や貸し出し、中途失明者向け支援活動を行っていま

す。当グループは、印刷産業として本づくりに関わるこ

とから、同図書館の活動に賛同し、支援を続けています。

その一つが、未使用はがきの収集です。2012年度は

196枚を寄付し、同図書館の事業運営に役立てていた

だきました。また「One Book Present運動」へも協賛

し、点字図書「八重の桜 1（山本むつみ作、五十嵐佳子ノ

ベライズ、NHK出版）」の製作協力を行いました。

地域社会活動  

人道支援活動  

福祉活動  

2013年度目標
• 社員参加型の社会貢献活動の実施

• 社会貢献活動の仕組みづくり

• 東日本大震災復興支援活動の継続実施

文化財保護と継承の支援
美術絵画の複製画を手がける美術商品部では、公益

財団法人文化財保護・芸術研究助成財団や公益財団法

人平山郁夫シルクロード美術館への寄付を継続的に行

い、文化財保護活動の支援に役立てていただいています

（特集6～ 7ページ参照）。また、公益財団法人東京都

歴史文化財団 東京都写真美術館などの法人会員となる

ことで、文化継承・保存の活動を支援しています。

使用済み切手をジョイセフに寄贈
社員参加型の社会貢献活動として、使用済み切手を

収集し、国際協力NGOジョイセフに寄贈しています。

収集品は発展途上

国の妊産婦を守る

活動の資金として

有効活用されてい

ます。2012年度

は、切手約3kgを

寄贈しました。

小野矢指海岸で行われた清掃活動

大盛況となった企業マルシェ

使用済み切手の仕分け作業

当グループ寄贈の点訳本。1冊の本が5～ 6冊になる
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実績・進捗
① 化学物質管理基準の見直しを実施

② 当グループ「CSR報告書2012」でCO2排出量
のテスト算出、および算出手順を構築

③ ISO50001導入検討にあたり、当社五霞工場の
エネルギー管理状況の調査を実施

共同印刷グループ環境方針に基づき、各事業所が目

標を設定して環境負荷低減活動に取り組んでいます。

化学物質管理基準の見直し
人体や環境への悪影響を防ぐため、日本の化審法※1、

労働安全衛生法、および欧州のREACH規則など、化学

物質の管理強化が世界的に求められています。当社で

は、化学物質管理基準を定めて使用する化学物質の成

分把握を行い、化学物質の適正な管理に努めています。

2012年度は、各法規制の動きに合わせ、含有化学

物質の情報を把握し、当社の化学物質管理基準の見直

しを行いました。2013年度には、その内容をもとに化

学物質適正管理指針の改訂を予定しています。

今後もリスク管理の強化をめざし、社内管理体制およ

び仕組みなどの見直しを行っていきます。
※1　化学物質の審査および製造などの規制に関する法律

カーボンフットプリントの取り組み推進
当グループでは、環境に配慮した製品の提供をめざし、

カーボンフットプリント※2の取り組みを推進しています。

2012年度は、当グループの「CSR報告書2012」に

おいて、製造から廃棄する過程で排出されるCO2（二酸

化炭素）の量をテスト算出しました。その算出手順をま

とめるとともに、今後の体制の構築に向け、情報収集お

よびコンサルティング会社との

意見交換を実施しました。また、

生活・産業資材部門でも算出し

ており、お客さまへの提案に努

めています。
※2　 製品のライフサイクル全体で排出され

た温室効果ガス排出量を合算し、それ
をCO2排出量に換算して表示する仕
組み

ISO50001の導入に向けた取り組み
当グループでは、エネルギー効率の改善に努めています。

2012年度は、確実な改善が見込まれるISO50001

（エネルギーマネジメントシステム）の導入に向けて、検

討を実施しました。その一環として、一般社団法人日本

能率協会さまにご協力いただき、12月に当社五霞工場

の調査を行いました。その結果、工場の温暖化対策の活

動により、エネルギー管理の状況は十分との評価が得ら

れました。今後も引き続き導入の検討を行っていきます。

放射線測定について
東京電力福島第一原子力発電所の事故による影響を

考慮し、製品の安全性を確認するために、茨城県の工場

を中心に放射線測定を行っています。五霞工場と当グ

ループの常磐共同印刷（いずれも茨城県）では、2012年

度、放射線測定を終了しました。これは、工場敷地内の

測定ポイントの平均値が基準値1.0マイクロシーベルト

を常時下まわり、数値に変動がないためです。

2012年度トピックス  

2012年度目標
①化学物質管理体制の強化

②カーボンフットプリントの取り組み推進

③ ISO50001（エネルギーマネジメントシステム）
の導入検討

地球とともに 環境に配慮した事業活動
“印刷”は暮らしに深く関わっています。
そのため、環境への負荷を低減する役割は大きいものと認識し、
持続可能な社会の構築に向けて、主体的に行動します。

CO2排出量：659g
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「仮説住宅×緑のカーテン」プロジェクトに参加
2012年5月、原発事故の影響で集団避難している福

島県双葉町の住民が暮らす旧騎西高校（埼玉県加須市）

で行われた、「仮設住宅×緑のカーテン」プロジェクトの活

動に、社員有志3名が参加しました。同プロジェクトは、

NPO法人緑のカーテン応援団が、東日本大震災で被災

された皆さまの仮設住宅に緑のカーテンを設置し、「仮設

住宅の温熱環境」を改善する取り組みです。

当日は降り注ぐ陽射しのなか、双葉町の避難者やボラ

ンティア約100名が、校舎4階からネットを張り、「緑の

カーテン」の準備に取り組みました。また8月に行われた

撤去作業にも、社員有志3名が参加しました（当社緑の

カーテンの取り組みは33ページ参照）。

緑のカーテンのネット張り作業

なお、2013年5月31日現在、当グループの出荷製

品において、ガイドラインに示された基準値を超える放

射性物質は検出されていません。

第5回「自然観察会」の開催
2012年8月、本社事業所近くに立地する小石川植物

園※3（東京都文京区）において「共同印刷グループ自然

観察会」を開催しました。夏休み期間中の開催というこ

ともあり、大人53名、子ども19名と、昨年度よりも多

くのグループ社員とその家族が参加しました。

自然観察指導員※4のガイドのもと、セミの抜け殻を探

して観察し、種類や性別によって抜け殻の大きさや形、

色などが違うことを学びました。また、セミのさなぎが

羽化する場面を観察できたグループもあり、身近な自

然に触れ、環境意識向上のよい機会とすることができま

した。
※3　 正式名称は、国立大学法人東京大学大学院理学系研究科附属植物園
※4　 NPO法人環境ネットワーク・文京に当イベントの企画・運営、公益財

団法人 日本自然保護協会
（NACS-J）、自然観察指導
員 東京連絡会（NACOT）
に指導のご協力をいただ
きました（敬称略）

2013年度目標
• エネルギー管理体制の強化

• 化学物質適正管理指針の改訂

• ISO14001統合認証範囲の拡大

NPO法人 環境ネットワーク・文京
理事長
澤谷 精 様

「環境都市・ぶんきょう」を創造するパートナーとして
NPO法人環境ネットワーク・文京は、「環境都
市・ぶんきょう」の創造をめざして活動していま
す。共同印刷には、賛助会員として支援をいた
だいています。
2010年に東京大学との協働で採択された独
立行政法人科学技術振興機構の研究開発プロ
ジェクト「主体的行動の誘発による文の京の脱
温暖化」には、共同印刷や複数の事業所、大学、
文京区などが参加しています。そのなかで検
討された「カーボンフットプリントを印刷物へ適

用し、グリーン調達による脱温暖化を促進」に
ついては、区の担当者に提案をしました。
また昨年には、共同印刷のLCA※5勉強会で講
師も務めました。今後、環境保全活動の正統
性を主張する根拠としてCSR報告書にLCAが
活用されることを期待しています。

※5　 LCA：Life Cycle Assessment。工業製品の原材
料の調達から廃棄（再生）にいたるライフサイク
ル全体を対象に、CO2以外にも大気圏排出物や
水などの多種多様な環境負荷を総合的に分析す
る手法のこと

Voice

セミの抜け殻を夢中で探した「自然観察会」

開催年 開催場所
第1回 2008年 国営武蔵丘陵森林公園（埼玉県）

第2回 2009年 新宿御苑（東京都）

第3回 2010年 赤城自然園（群馬県）

第4回 2011年 葛西海浜公園・葛西臨海公園（東京都）

第5回 2012年 小石川植物園（東京都）

共同印刷グループ自然観察会の開催一覧
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環境ビジョン2015
目的（取り組み概要） 目　標 2012年度の到達状況

地球温暖化防止
（CO2削減）

CO2排出量原単位
〈売上高原単位2000年度比15%改善〉 2000年度（0.48）から2012年度（0.53）となり10.6%悪化 ★

廃棄物削減と
リサイクルの推進

産業廃棄物原単位
〈生産実績原単位2005年度比20%改
善〉

2005年度（0.0003）から2012年度（0.0001）となり、63.4％改善 ☆☆

原材料投入量原単位
〈2005年度比5%改善〉 2005年度（8.83）から2012年度（8.34）となり5.4%改善 ☆

最終処分量
〈2005年度比99%削減〉 2005年度（438）から2012年度（110）となり、75％削減 ★

環境汚染の予防

PRTR指定化学物質排出量
〈2010年度比50%削減〉 2010年度（143,494kg）から2012年度（150,567kg）となり4.9%増加 ★

VOC規制物質排出量
〈2000年度比80%削減〉

2000年度比38％削減
（酢酸エチル、IPAを除く主要VOC排出量を集計） ☆

汚染物質管理強化 水質汚濁防止法改正に基づく管理を実施、対象3工場（小石川工場、
鶴ヶ島工場、共同オフセット）での定期点検を継続 ☆

得意先、協力会社への支援実施 「CSR調達基準」を2013年1月に制定。協力会社へ通達するとともに、
アンケート調査を実施（25ページ参照） ☆

グリーン製品の拡大・
開発

グリーン製品売上高
〈毎年前年度比5%増加〉

2010年度（4,549百万円）から、2012年度（3,561百万円）となり
21.7%減少
（グループ会社を含めない）

★

技術統括本部開発製品
〈新規開発品総売上高の20%〉

2012年度新規開発品中グリーン製品合格製品の売上高は23.2%
2012年度製品評価数は7点（うち合格7点）
（グループ会社を含めない）

☆☆

グリーン調達の推進
原材料（インキ・用紙）に占めるグリー
ン購入率
〈毎年前年度比3%増加〉

2011年度インキ68.7%、用紙10.2%から、2012年度インキ70.8%、
用紙12.4%となり、インキ、用紙ともに未達成（グループ会社を含めない） ★

社会コミュニケーショ
ンの推進 社会コミュニケーション手段の充実

第5回自然観察会を開催
アサギマダラマーキング調査会を開催
各近隣地域での清掃活動に参加
本社近隣大学で環境活動の取り組みを紹介

☆

社員の環境意識の向上 社員一人ひとりのニーズに対応した
教育訓練の充実 内部監査員養成教育の内製化を実施 ☆

［対象事業所］ オフィス（本社、共同印刷西日本）
  製造拠点（小石川工場、五霞工場、鶴ヶ島工場、川島ソリューションセンター、守谷工場、小田原工場、和歌山工場）
  グループ（共同物流、常磐共同印刷、共同印刷西日本、共同印刷製本、コスモグラフィック、共同オフセット）

2005年11月8日制定
2011年5月17日改定

共同印刷グループ環境方針

基本理念
共同印刷グループは、印刷が暮らしに深く係わっているなかで、環境負荷低減活動の果たす役割の大きさを認識し、生物多様性の保全
と持続可能な社会づくりへ貢献するため、すべての企業活動において積極的に行動します。

基本方針

★：目標達成に一段の改善が必要　☆：目標達成に向け順調に推移　☆☆  ：目標をすでに達成したもの

1.  環境関連法令を遵守し、さらに自主基準を設け汚染を予防し
ます。また顧客および社会のニーズに対応し、環境保全活動
を推進します。

2.  環境行動計画の策定と実績の定期的検証により、企業活動が
及ぼす環境影響を継続的に改善します。

3.  製品の開発にあたって、原材料の調達から製造、使用、廃棄
に至るまでの環境影響を評価し、製品に反映します。また資
材購入にあたって、環境に配慮した取引先および製品を優先
して選定します。

4.  製造・物流・サービスにあたって、省エネ、省資源、廃棄物お
よび汚染物質の削減と有害化学物質管理の推進により、環境
負荷を低減します。

5.  積極的なコミュニケーションと環境情報の開示により、すべ
てのステークホルダーと相互理解に努めます。

6.  企業活動に携わるすべての人々に環境保全の重要性を周知
し、環境意識の高揚を図ります。

7.  企業市民として、社会貢献活動に積極的に参画します。

地球とともに
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2012年度 環境データ 事業活動に伴う資源等利用量および環境負荷量
※ （　）内は2011年度の数値です

OUTPUT 排出
大気 二酸化炭素

共同印刷合計
44,716t-CO2
（37,022t-CO2）

グループ会社合計 
4,943t-CO2
（5,596t-CO2）

オゾン層破壊物質

共同印刷合計
－ODP-t
（－ODP-t）

グループ会社合計
－ODP-t
（－ODP-t）

NOx排出量（ボイラー）

共同印刷合計
2,340kg
（2,788kg）

グループ会社合計
303kg
（342kg）

PRTR指定物質排出量

共同印刷合計
129,383kg
（149,412kg）

グループ会社合計
19,939kg
（22,727kg）

水域・土壌 排水量（公共用水域）

共同印刷合計
8千m3
（16千m3）

グループ会社合計
132千m3
（113千m3）

排水量（下水道）

共同印刷合計
94千m3
（136千m3）

グループ会社合計
4千m3
（6千m3）

BOD排出量

共同印刷合計
77kg
（72kg）

グループ会社合計
－kg
（－kg）

PRTR指定物質排出量（公共用水域）

共同印刷合計
0kg
（8.1kg）

グループ会社合計
－kg
（－kg）

廃棄物 廃棄物発生量

共同印刷合計
22,446t
（23,656t）

グループ会社合計
591t
（11,869t）

産業廃棄物排出量

共同印刷合計
3,683t
（3,475t）

グループ会社合計
296t
（464t）

最終処分量（埋立）

共同印刷合計
0t
（29t）

グループ会社合計
55t
（45t）

［対象事業所］
オフィス（本社、共同印刷西日本）
製造拠点（小石川工場、五霞工場、鶴ヶ島工場、川島ソリューションセンター、
守谷工場、小田原工場、和歌山工場）
グループ（共同物流、常磐共同印刷、共同印刷西日本、共同印刷製本、
コスモグラフィック、共同オフセット）

• 小数点以下は四捨五入しています
• オゾン層破壊物質は、製造に関わる使用はありません
• 集計は2012年度（2012年4月1日～ 2013年3月31日）の数値です

半製品

製品

生産工程
（印刷物の工程の例）

プリプレス※

印刷

製本

共同印刷グループでは多領域・多品種にわたる製品の生産において、
その過程で生じる環境負荷のデータを把握しています。
データから環境負荷の削減に取り組んだ結果を確認し、環境保全活動につなげています。

INPUT 投入
資材・原材料 紙・ブリキ・インキ・

プラスチック・溶剤・梱包材・
事務系用紙・その他

共同印刷合計
197,342t
（185,619t）

グループ会社合計
80,012t
（90,783t）

化学物質 PRTR指定物質取扱量

共同印刷合計
354,902kg
（355,851kg）

グループ会社合計
20,578kg
（23,401kg）

エネルギー 電気エネルギー

共同印刷合計
703,000GJ
（723,400GJ）

グループ会社合計
79,000GJ
（113,047GJ）

化石燃料エネルギー

共同印刷合計
223,000GJ
（196,751GJ）

グループ会社合計
21,000GJ
（42,795GJ）

水 工業用水

共同印刷合計
－千m3
（－千m3）

グループ会社合計
0千m3
（106千m3）

上水道

共同印刷合計
141千m3
（163千m3）

グループ会社合計
59千m3
（11千m3）

地下水 

共同印刷合計
22千m3
（25千m3）

グループ会社合計
96千m3
（－千m3）

※  印刷以前の工程の総称。
企画、デザイン、製版な
どの工程や作業
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対象となるグループ会社は、コスモグラフィック、共

同オフセット、共同印刷西日本、常磐共同印刷、共同物

流の5社です。

グループ環境委員会
環境担当役員を委員長とし、各推進組織の部門長で

構成されたグループ環境委員会を3カ月に一度開催し

ています。活動内容は、グループ環境方針や環境ビジョ

ンの策定および全社的な活動方針の決定です。決定事

項は各推進組織の活動の基本となります。

2012年度は委員会活動の一環として、NPO法人　

環境ネットワーク・文京さまを講師に招き、委員を対象

にLCAについての講演会を開催しました。他社事例を

踏まえた具体的な内容に、参加者たちは環境配慮につ

いて理解を深めました。今後の製品づくりに活かしてい

きます。

環境委員会と専門部会
各推進組織およびグループ会社では毎月環境委員会

を開催し、活動報告や問題の解決策を検討しています。

また、重要なテーマごとに全社横断的な専門部会を形

成し、システム構築や活動施策を考案。考案事項は、グ

ループ環境委員会で審議し、グループ全体の活動とな

ります。

部会名 活動内容
温暖化対策部会 グループのCO2排出量削減への取り組みを推進
廃棄物適正管理・
リサイクル推進部会 廃棄物の適正管理とリサイクルの推進

グリーン製品部会 当社製品の環境配慮基準を定め、製品開発を促進

グリーン調達部会 原材料および事務用品の環境配慮対応品への代
替化と、化学物質管理の徹底を推進

ISO14001統合認証範囲の拡大
当社では、2011年にISO14001の全社統合認証を

取得し、管理体制の充実に努めています。

2013年度は、新たにグループ会社の常磐共同印刷、

共同物流を統合認証の範囲に登録することを予定して

います。2社は既に単独でISO14001認証を取得し、

環境活動に取り組んでいますが、統合認証範囲に加え

ることにより、さらにグループ全体での環境管理体制強

化を図っていきます。

苦情への対応
2012年度の苦情は、グループ全体で2件でした。そ

のうち1件は、当社小田原工場における夜間騒音に対す

るものです。調査の結果、排気モーターのファンベルト

交換によってファンの回転数値が上昇し、排気ダクトの

騒音レベルが以前よりも上がったことが原因とわかりま

した。排気モーターの排気出力レベルを調整し、騒音の

数値を従来の8割程度に軽減することで対応しました。

推進体制  

専門部会

社長

環境担当役員内部監査チーム

統括環境管理責任者
事務局

（マネジメント
システム推進部）

グループ環境委員会

システム監査

専門部会

• 温暖化対策部会　
•  廃棄物適正管理・
リサイクル推進部会　
• グリーン製品部会　
• グリーン調達部会

事業所環境委員会

• オフィス
• 工場
• グループ会社

グループ環境委員会組織図
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環境マネジメントシステム
共同印刷グループは、適用法規制の遵守や環境保全活動を促進するため、
環境への取り組みに対する共通認識、意識向上を図る仕組みを構築しています。
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当グループでは、CO2の排出量削減を図るため、各

事業所において省エネタイプの空調機やLED照明への

更新を行っています。

2012年度は、五霞工場の空調システムを更新しまし

た。従来の空調システムは燃料が重油のため環境負荷

が大きく、CO2排出量

削減の足かせとなって

いました。これをガス

燃料に変更したことで、

重油とガスに由来する

CO2の排出量は2011

年度比で5％削減しました。しかし、電気の換算係数が

前年度に比べて変わったため、工場全体のCO2排出量

は前年度より増加する結果となりました。

当グループでは、温暖化対策部会や各事業所・工場

の環境委員会を中心に、温暖化対策を進めています。

グループ報で社員の省エネ意識を醸成
社員の省エネ意識向上を図るために、2010年よりグ

ループ報「KyoDo」に「温暖化対策部会だより」を掲載し

ています。2012年度は合計9回掲載し、事業にまつわ

るエネルギー戦略から、日常生活で取り組めるウォーム

ビズや節水の工夫など、幅広く紹介しました。社員が取

り組める内容に関してはチェック項目を記載するなど、

日々の実践を促す内容となっています。

「緑のカーテン」が市長賞受賞
当社鶴ヶ島工場では、環境委員会メンバーが中心とな

り、「緑のカーテン」を設置しています。2006年から始

まったこの取り組みは、立体駐車場の真夏の暑さ緩和な

どに大きく寄与しています。その結果、アイドリングス

トップにも効果を発揮し、CO2削減につながっています。

2012年12月、鶴ヶ島工場の「緑のカーテン」が、つ

るがしま緑のカーテン市民実行委員会事務局が主催する

「第3回つるがしま緑のカーテンコンテスト」の団体部門

「市長賞」に選ばれました。また、板橋区が主催する「緑

のカーテンコンテスト」でも団体部門でグランプリに輝

き連続受賞となりました。

工場・事業所におけるCO2排出  地球温暖化対策を推進  

地球温暖化防止
地球温暖化の主要原因物質のうち、当グループの事業が関与するCO2について、
その排出量を常に把握しながら、省エネ活動に取り組んでいます。

共同印刷グループのCO2排出量の売上高原単位

共同印刷グループのCO2排出量推移
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五霞工場

鶴ヶ島工場駐車場の「緑のカーテン」
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共同印刷「ゼロエミッション」基準
「工場から発生する最終処分量が総廃棄物の1%未満、また
は総発生量の99%以上が再資源化されている」という基
準。国連大学がめざす「ゼロエミッションの6つの基本原
則」をもとに作成。

共同印刷グループでは、「廃棄物適正処理指針」や「廃

棄物適正処理マニュアル」に則り、以下の取り組みを推

進しています。

1.　グループ全体の処理委託先選定および契約推進

2.　中間処理施設・最終処分場の現地確認の徹底

3.　関係事業者との連携を深めリサイクルを推進

持続可能な社会の形成に貢献するために、廃棄物の再

資源化（リサイクル）に積極的に取り組んでいます。

ゼロエミッション達成状況
　2012年度の排出物量は、前年度に比べ6%増加とな

りましたが、最終処分量は大きく削減され、1tを切りま

した。再資源化率は、積極的なリサイクル活動により、7

事業所※2すべてが、昨年度に引き続き共同印刷「ゼロエ

ミッション」基準（2002年策定）を達成し、100%を維持

しました。

　今後も、グループ全体でリサイクル活動や有価物化

をさらに充実させ、ゼロエミッションの維持に努めます。
※2　 本社事業所、製造拠点（五霞工場、鶴ヶ島工場、川島ソリューションセン

ター、守谷工場、小田原工場、和歌山工場）

廃棄物は処理業者に委託した後の流れに係るリスク

（不法投棄）が大きく、その予防のためマニフェスト伝票※1

によるチェックを厳重に実施しています。さらに、リサイ

クルや最終処分が適切に行われているか、各事業所・工

場が主体となって立会い検査を定期的に実施し、不法投

棄の予防を図っています。

2012年度は、グループ全体としての廃棄物処理委託

先として、新たに2社の審査を行いましたが、登録には

いたりませんでした。
※1　廃棄物の処理および清掃に関する法律における「産業廃棄物管理票」

廃棄物適正処理マニュアルの改定
2012年7月、青森県と岩手県の県境に不法投棄さ

れた産業廃棄物の一部として、十数年前に当社に製造

委託されていた包装材料が発見されました。調査の結

果、当社の責任ではないことが判明しましたが、岩手県

に対し、当時の製造工場や年月日、廃棄物委託経路など

の報告を行いました。こうした事態を受け、当社では廃

棄物適正処理マニュアルのマニフェスト伝票保存期間の

項目を見直し、改定をするなど、再発防止の強化を図り

ました。

取り組みの柱  再資源化の推進  

廃棄物の管理  

廃棄物排出量と再資源化率推移（共同印刷）

※3　廃棄物排出量：発生した廃棄物から有価物を除いたもの
※4　再資源化率：廃棄物排出量に対する再資源化量の割合

地球とともに
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廃棄物処理場の立会い検査（五霞工場）
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廃棄物削減とリサイクルの推進
生産工程で発生する排出物の削減と再資源化に、
グループ全体で取り組んでいます。
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PRTR※5指定化学物質のうち、トルエンの排出量が前

年度に比べ、13.6%削減されました。これは、トルエン

回収装置の運用管理を強化し、回収率向上をめざした

結果です。　
※5　 人の健康や生態系に有害な恐れがある化学物質の取扱量や、大気・水質・

廃棄物などで排出・移動されたものを事業者が把握して行政機関に報告
し、社会へ公表する制度

工場周辺の住民への配慮として、各工場では、排ガス

処理装置の定期的なメンテナンスを徹底するとともに、

定期的に工場周辺を巡回し、臭いや風向をチェックして

います。

ボイラー、焼却炉、VOC設備のメンテナンスを計画

的に実施し、排出基準を維持しています。

NOxの排出
ボイラー燃料の天然ガスへの転換などにより、NOx※6

排出量は年々減少傾向です。
※6　窒素酸化物。光化学スモッグや酸性雨の原因となる

2012年6月、水質汚濁防止法が改正されました。こ

れに伴い、対象設備の定期的な点検を各工場で実施し

ています。

PRTR指定化学物質  臭気対策  

大気汚染防止  

水質汚濁防止  

環境汚染の予防
環境負荷の低減と汚染防止を目的に、事業所ごとに実態把握と適正処理を実施しています。
法や条例の基準よりさらに厳しい自主管理基準を定め、
作業量の増減や気候変動に伴う排出負荷変動に対処しています。

PRTR物質別排出量推移（共同印刷）

PRTR物質取扱量および排出量推移（共同印刷）

NOx排出量推移（共同印刷）

BOD※7排出量推移（共同印刷）
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53 エチルベンゼン 2,302 2,366 383 369

80 キシレン 3,460 3,482 1,041 948

272 銅水溶性塩 0 0 0 0

297 1.3.5トリメチルベンゼン 755 969 892 885

300 トルエン 89,737 113,812 143,294 123,868

336 ヒドロキノン 0 0 0 0

354 フタル酸ジ-n-ブチル 59 213 178 115

405 ホウ素化合物 0 0 0 0
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※7　バクテリアが水中の有機物を分解するのに必要な酸素量

（kg）
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2012年度認定の「グリーン製品」

φ25オーバルロングノズルチューブおよびキャップ
ロングノズル形状のオーバーラミネート
チューブ。粘性の低い内容物でも液ダレ
や口元残りが少ないよう配慮した設計で
す。キャップは「はめ込みロック形状」で、
デザイン性に優れています。

グリーン
ポイント

精度の高い加工機でチューブを製造するため、不良が少
なくできます。

紙クロス通帳
通帳の表紙を従来の布クロスから、紙クロ
スに置き換えた製品です。

グリーン
ポイント

紙製になったことで、製造途中で排
出される断裁クズがリサイクル可能になりました。

コインスクラッチ印刷物（オフセット印刷）
従来シルクスクリーン印刷で製造していたコインスクラッチを、
オフセット印刷で実現。スクラッチ部分にも絵柄を印刷するこ
とが可能です。

グリーン
ポイント

スクラッチ部分のインキ量を従来品の約3分の1に削減。
またUVインキを使用するため、大気汚染の原因となる

VOCも発生しません。

当社では、2003年に「グリーン製品開発方針」を制定

し、製品設計はもちろん、製造過程においても環境負荷

を低減することに努めています。

この方針を受け、当グループでは有害物質の出ない

製造方法や設備を導入し、各工程で排出される材料の

端材などは再び資源として利用されるよう、工夫してい

ます。また製品のリサイクル適性を考慮し、生活者の廃

棄までを念頭に、環境に配慮した製品づくりに取り組ん

でいます。

環境に配慮した製品を、「グリーン製品」として認定して

います。認定は、グリーン製品部会（32ページ参照）にお

いて、当社独自の「グリーン製品判定基準」で一定の水準

を満たしているかどうかを総合的に判断しています。

2012年度は目標の10点に対して、7点を認定しまし

た。これにより「グリーン製品」は2004年度からの累計

で61点となりました。

共同印刷の「グリーン製品」  「グリーン製品」の認定  

「グリーン製品」判定基準（概要）

地球とともに

判定項目 判定基準

原材料 有害な化学物質を使用していないか、
環境に配慮された材料を使用しているか、など

製造工程 廃棄物発生抑制に努めているか、
騒音・臭気などの抑制に努めているか、など

製品 使用時、資源やエネルギーの消費が少ないか、
使用後、分別・廃棄・リサイクルがしやすいか、など

製造工場 ISO14001認証取得工場で製造されているか、など

2003年8月20日制定
2011年5月17日改定

グリーン製品開発方針
̶ 理念 ̶

地球規模で広がっている環境破壊に対して、国や地方自治体まか
せではなく、企業の責任も重大であるとの認識を持つ必要があり
ます。
共同印刷も環境と調和し持続可能な社会の形成に貢献するため
に、環境に配慮した技術および製品の開発を積極的に推進いたし
ます。

̶ 方針 ̶

当社では省エネ・省資源、リサイクル、有害物質の不使用などを
基本方針として、製品ごとに環境配慮度合いを評価するグリーン
基準を策定しております。
製品の開発段階からこの基準に沿った材料選定や製造プロセスを
検討し、環境に優しい製品開発を行う必要があります。
またこれら活動は法規制、各種ガイドライン、環境マネジメントシ
ステムに沿って管理検証されなければなりません。

1.  有害物質を含まない原材料による製品の開発
2.  リサイクル可能な原材料を用いた製品の開発
3.  より少ない原材料の使用による製品の開発
4.  使用後の廃棄によっても環境汚染が発生しない製品の開発
5.  有害物質を生成しない工程の確立
6.  効率の良い製造プロセス確立による省エネ・省資源化の促進
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モノづくりにおける環境への配慮
共同印刷では、持続可能な社会の形成に貢献するために「グリーン製品開発方針」を制定し、
製造工程の設計から生活者の使用、廃棄まで、
環境に配慮した製品づくりに取り組んでいます。



水なし印刷
通常の印刷で使用する「湿し水」を

使用しない印刷手法、「水なし印刷」に

対応しています。
  ●　 印刷用PS版の製造工程で有害な廃液が発生し
ない

  ●　  IPA（イソプロピルアルコール）を含んだ湿し水
を使用しない

植物油インキ
インキ成分に含まれる石油系溶剤

の一部を植物由来の油に替えた「植

地
球
と
と
も
に

FSC認証の種類
FM認証 ・・・・・ 森林管理（Forest Management）の認証

COC認証 ・・・  加工流通過程管理（Chain of Custody）の認
証（当社取得認証）

FSC認証製品ができるまで
すべての工程で認証取得事業者が作業を行います

当グループでは、資源の持続性を意識し、環境負荷

の低い資材を使ったモノづくりを推進しています。

環境負荷の低い資材を優先的に調達しているほか、

お客さまに対しても、こうした資材を使用した印刷物の

制作を積極的に提案しています。

FSC®森林認証
適切に管理された森林から産出され

た資源を使用した、FSC認証製品の製

造を進めています。
  ●　 用紙の産出元・製造工程の
管理が認証を受けている

当社は2002年にCOC認証を取得し、印刷加工工程

の管理を行っています。FSC認証は5年ごとに更新審

査を受けることが定められており、2012年度は2度目

の第三者機関による更新審査を受けました。その結果、

認証期限が2017年までに更新されました。

石油由来の溶剤を低減したインキと持続可能性に配

慮した資材の購入を進めています。

生物多様性への配慮
環境負荷の低い資材の選択  

グリーン購入※1実績  

グラビア印刷インキ（紙印刷物）

グラビア印刷インキ（プラスチック印刷物）

オフセット印刷インキ（紙印刷物）

インキ（購入比率）

用紙（購入比率）

石油系溶剤インキノントルエンインキ UVインキ

（%）

10

（年度）

11

12

50 9 34 7

62 8 27 3

64 11 23
2水性インキ

52 47
1

50 50

49 51

石油系溶剤インキ ノントルエンインキ

水性インキ

（%）

10

（年度）

11

12

水性インキ

その他

10 84 5

93
1

6

1

1
93

1
5

10

（年度）

11

12

石油系溶剤インキ 植物油インキ UVインキ

（%）

※1　 グリーン購入実績の数値は、特に比率が少ないものを除き四捨五入して
います。数値は共同印刷本体です
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物油インキ」での印刷に取り組んでいます。
  ●　 石油系溶剤の含有が少なく、VOC（Volatile 
organic compounds）の排出量を抑制
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実績・進捗
①契約管理システムの運用を全社で開始

②弁護士事務所や特許事務所との連携を強化

③ 倫理相談室のあり方や仕組みを見直すため、外部
相談窓口を運営する企業との意見交換を実施

共同印刷グループでは、企業や社員が守るべき指針と

して、「企業行動憲章」「倫理綱領」を制定しています。本

指針に掲げられた企業像を実現するために、常務取締役

を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、コンプライア

ンスに関する全社的な方針および施策の企画・立案、推

進を行うなど、コンプライアンスの推進におけるPDCA

サイクルをまわしています。

コンプライアンス推進体制図

コンプライアンスの推進  

2012年度目標
①契約管理システムの運用開始

② 外部専門家（法律事務所、特許事務所）の選別と
連携強化

③倫理相談室のあり方や仕組みの見直しを検討

企業倫理委員会
独占禁止法専門部会

環境委員会

各業務部門の社員

リエゾンスタッフ

法務部

監査部

製品安全委員会

情報セキュリティ委員会

倫理相談室
（ヘルプライン）

分科会

対応・解決

対応・解決 相談

個別相談
監査

2012年度は委員会を6回開催し、企業倫理月間にお

ける活動や社員教育などの検討、推進を行いました。

企業倫理月間活動、社員教育の強化
2012年度は企業倫理月間の活動として、グループ報

「KyoDo」に4ページにわたる特集記事を掲載しました。

社員の身近な行動に潜む「まあ、いいか」のコンプライ

アンス違反事例をイラストで紹介するとともに、担当役

員のメッセージを掲載し、社員に行動の振り返りを促し

ました。

また、グループ全

社員を対象にコンプ

ライアンスに関する

e-ラーニングを実施

し、3,035名（ 臨 時

員を含む）が受講し

ました。

ソーシャルメディアポリシーの制定
近年、Twitter 、Facebook などのソーシャルメディ

アの浸透に伴い、不用意な書き込みによるお客さまや

取引先、一般利用者とのトラブル、組織の内部情報やお

客さま機密情報の流出などの問題が、社会的に増加し

ています。

当グループでは、このようなリスクを未然に防止する

ため、2013年4月、ソーシャルメディアの公式アカウン

トを運営する社員の行動基準として「ソーシャルメディア

ポリシー」を制定し、当社Webサイトでステークホル

ダーに向けて開示しました。今後は社員教育を実施し、

Webコンプライアンスの強化を図ります。

ヘルプラインの運用
当グループでは、社員の相談窓口として、2003年度

より「倫理相談室（ヘルプライン）」を開設しています。

グループ報 企業倫理月間の特集ページ

コンプライアンス 法令・企業倫理の遵守
コンプライアンスはすべての活動の土台となるものです。
公正で透明性のある企業をめざして、
社員一人ひとりが法令を守り、
高い倫理観を持って事業活動に取り組みます。

品質保証委員会
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倫理相談室の社員認知状況

取引基本契約書締結状況

法務・知的財産分野の活動  

サプライヤーとともに  

2013年度目標
• ソーシャルメディアポリシーの周知徹底

• 通報受領後の、倫理相談室の運用スキームの
確立

年度 締結対象 締結数 締結率
2011 2,226社 1,877社 82.8%
2012 2,407社 2,119社 88.0%

契約管理システムの運用開始
2012年11月、契約管理システムの運用を開始しま

した。これは、サプライヤーと締結する「取引基本契約

書」などを、全社で一元的に管理する仕組みです。

これまでは締結部門ごとに契約書を管理していました

が、本システムにより登録情報がデータベース化され、

共通のサプライヤーと取り引きがある部門間で情報共

有ができるようになりました。また、契約書の有効期間満

了時には担当者にメール通知が送られるなど、リスクの

未然防止と依頼・相談業務の効率化に役立っています。

　2013年度は、「契約管理規程」を制定し、さらなる情

報管理体制の強化をめざします。

外部専門家との連携強化
新規ビジネス・海外事業などの専門的な法務要請に

対応可能な体制を整備するため、外部専門家との連携

を強化しています。

2012年度は、弁護士事務所との継続的な連携強化

を図るとともに、海外対応力に優れる特許事務所と新た

0

100

20122010

60.1
67.3

（年度）

（％）

に連携するなど、全社のリスクマネジメント体制の強化

に努めました。

「独禁法遵守教育」の実施
当社は、新入社員・キャリア入社社員、新任管理監督

者を対象とした階層別のコンプライアンス教育に加え、

法令遵守の徹底を目的としたさまざまな教育を実施し

ています。

「独占禁止法遵守教育」は、その一環として毎年開催し

ています。2012年度は、営業部門を中心に58名が参加

し、印刷会社にとって重

要な法令である独占禁

止法の目的や概要を学

び、法令遵守への意識

を高めました。

当グループは、幅広い事業展開に合わせ、協働する

サプライヤーとともに社会的責任への活動に取り組ん

でいます。

取引基本契約書の締結状況
当社は、すべてのサプライヤーと「取引基本契約書」

を締結することを取り引きの基本としています。

2012年度は、過去1年間に支払い実績のあった全サ

プライヤーを対象に締結状況調査を実施し、各担当部門

に調査結果をフィードバックしました。今後もサプライ

ヤーの協力を得て、締結率のさらなる向上を図ります。

社員の理解が深められた「独禁法遵守教育」

2012年度は、相談窓口の周知ポスターを全グループ

会社に掲示するとともに、グループ報などを通じて社員

への周知を図った結果、2年前に比べ社員の認知度が

7%改善しました。

2012年度の相談件数は13件で、前年度より増加し

ました。一部、通報者の事実誤認によるものもありまし

たが、寄せられた相談は、企業倫理委員会で協議のうえ

主管部門を決定し、解決を図っています。

また、相談者のプライバシーを最大限に尊重しつつ、

適切かつより迅速な対応ができる体制を整備するため、

外部相談窓口を運営する企業と意見交換の機会を持ち、

倫理相談室のあり方や仕組みの見直しを行いました。
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共同印刷グループは、企業価値の継続的な向上をめざし、
効率性・健全性・透明性の高い経営を実現する企業統治の仕組みを整備することを、
コーポレート・ガバナンスの基本としています。

コーポレート・ガバナンス

経営体制
当社は取締役会・監査役会を中心とした経営体制を構

築しており、取締役は現在16名です。原則として月1回

開催される定例取締役会において重要事項の決定なら

びに業務執行状況の監督を行い、必要に応じて臨時取

締役会を開催しています。さらに経営課題の機動的な審

議を目的として、常務取締役以上を中心に構成される常

務会を原則として週1回開催しています。また、常務会

を補完する戦略会議を必要に応じて開催し、全社戦略策

定や経営課題の解決に向けた議論を行っています。

監査役は社外監査役2名を含む4名で構成され、月

1回開催される定例監査役会において取締役の職務執

行の厳正な監査を行います。

内部監査および監査役監査
内部監査は、業務執行機関から分離・独立した部門と

して設置された監査部が行います。グループ会社を含

む各部門を対象に、法令および社内規定の遵守状況や

業務適正の点検・評価を行う内部監査を実施していま

す。2012年度は合計11回の内部監査を実施しました。

監査役監査では、各監査役が取締役会に出席し重要

事項の決定ならびに業務執行状況を確認するとともに、

必要に応じて意見を述べています。監査役会において

は、取締役の職務執行の厳正な監査を行います。常勤

監査役は必要に応じて社内の諸会議に出席し、取締役

や社員から事業に関する報告を受けています。

監査役と監査部は定期的な情報交換・意見交換を行

うとともに、相互に連携して監査を実施しています。

業務執行・監査の仕組み

監査

会
計
監
査
人

監査部

取締役会
16名

原則月1回開催

監査役会
4名

うち社外監査役2名
原則月1回開催

各担当取締役

代表取締役 常務会

経営改善委員会
危機管理委員会

企業倫理委員会（倫理相談室）
環境委員会
品質保証委員会
製品安全委員会

情報セキュリティ委員会など

各業務部門

CSR本部

内部統制委員会

連携

連携

監査

選任・解任 選任・解任 選任・解任

選定・解職監督監査

報告

指摘

改善
推進

監査

連
携

監査

コーポレート・ガバナンスの体制

株 主 総 会
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子会社の内部統制強化
当グループでは、全グループ会社を対象に内部統制

監査を実施しています。2012年度は、グループ会社用

の「全社的内部統制チェックリスト」に基づいて監査を実

施したほか、共同印刷西日本においては、業務プロセス

監査を行いました。

2013年度は、共同総業、共同物流において内部統

制の文書化を進め、業務プロセス監査が実施できる体

制を構築していきます。

危機管理体制
全社レベルの重大リスクや、突発的に発生した大規模

な災害などの緊急事態に適切に対応する仕組みとして、

当社では担当取締役を委員長とする危機管理委員会を

設置しています。有事の際には緊急対策本部を設置し、

関係部門や自衛消防本部などと連携をとりながら対応

にあたります。また、各事業所で事故・トラブルなどが

発生した場合は、事務局を通じて委員が即時に情報を

共有し、適切に対応できる体制を整えています。

防火・防災体制の強化
当グループでは、防災体制の強化を図るため、緊急時

の体制やリスクマネジメント文書の見直しを行っていま

す。2012年度は、社員の安全対策として、防災ヘルメッ

トの配布対象者を本社事業所内の全社員に拡大しまし

た。また、災害時の社内一時滞在所の運営に女性の視

点を反映させるため、自衛消防本部隊・救出救護班に女

性幹部職員を配置しました。

2013年度は、2013年4月に施行した「東京都帰宅困

難者対策条例」に基づき、災害備蓄品の拡充に努めます。

基本方針の改定
2012年度は、2006年度に制定された「内部統制基

本方針」を見直し、反社会的勢力排除の項目を追加する

などの改定を行いました。

2013年度は、内部統制規程を作成し、それを基に全

社標準、部門標準化して、各人がすべきこと、守ること

を明確にしていきます。

緊急対策本部の組織構成

当グループは「内部統制基本方針」に基づき、
内部統制委員会とマネジメントシステム推進部が中心となって、
公正で健全かつ効率的な企業運営に向けた内部統制システムの構築・維持・改善の活動を行っています。

当グループでは、事業活動に伴うさまざまなリスクに対応するために、
取締役会監督のもと各部門やグループ会社が「経営改善委員会」「危機管理委員会」「企業倫理委員会」
「環境委員会」「品質保証委員会」「製品安全委員会」「情報セキュリティ委員会」「内部統制委員会」などの
専門委員会と連携をとりながら、課題の解決に取り組んでいます。

本部長（危機管理委員会委員長）

副本部長（危機管理委員会副委員長）

社 長

情報連絡班

事務局

緊 急 対 策 本 部緊 急 対 策 本 部

内部統制システム

リスクマネジメント

本部員

自衛消防本部

救出救護班設備監視班 避難誘導班

内部統制基本方針
http://www.kyodoprinting.co.jp/ir_info/stockholder/
governance.html
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BCM（事業継続マネジメント）への取り組み
当グループでは、大地震などにより事業活動が停止し

た場合でも速やかに事業再開ができるよう、BCP※1構

築に向けた取り組みを行っています。

2013年1月、「共同印刷グループBCP 基本方針」を

制定しました。
※1　 BCP（Business Continuity Plan）：事業継続計画。地震などの自然災害

や新型インフルエンザ、爆発、火災などの突発的な事故で主要事業が中
断した際に、経営が望むレベルとスピードで事業を再開・復旧するため
の行動計画

初動対応の強化－
取引先とBCP対応訓練を合同で実施
2013年3月、当社取引先である清水建設株式会社さ

まと合同で地震発生対応訓練を行いました。これは、

BCP対応訓練を当社本社事業所で行いたいという清水

建設の要請を受けてのものです。当日は、同社担当者が

当社の緊急対策本部と連携し、社員の一時避難後の建

物の安全確認から避難解除までの流れを確認しました。

また、「危機管理マニュアル」や「災害復旧マニュアル」

など、複数にわたる緊急時のマニュアルを統合し、緊急

時対応計画、危機管理計画を含む初動対応計画を策定

しました。

今後も訓練などを実施して本計画の実効性を確認す

るとともに、体制の維持・向上に努めます。

安否確認システム
大規模な地震などの災害が発生した際、携帯電話の

メール機能を利用して社員の安否情報を集約する「安否

確認システム」を、2008年に導入しました。迅速な状況

把握とともに事業継続のための1ツールとしても活用し

ています。

BCMS国際認証の取得に向けて
教育・訓練、内部監査、改善などのPDCAサイクルを

通じてBCP を効果的に運用する仕組みを、BCMS（事業

継続マネジメントシステム）と呼びます。当社では、川島

ソリューションセンターのデータ処理事業に関して

BCMSの国際規格「ISO22301」を2013年度に取得す

ることをめざし、ビジネスメディア事業部と危機管理委員

会のワーキンググループを中心に準備を進めています。

2013年度は、認証取得で得たマネジメント手法や

ツールを活用し体系化

して、グループBCP構

築に向けた取り組みに

展開していきます。

共同印刷グループBCP 基本方針
共同印刷グループは、事業継続が危ぶまれる突発的な大規模災
害・事故などに遭遇した際の企業としての行動を明確にするため
に、以下のとおりBCP基本方針を制定する。

1． 従業員とその家族、協力会社従業員、地域住民の生命と安全
を確保する。

2．製品供給の継続に努め、お客さまへの責任を果たす。
3．事業を早期に再開・復旧し、経営への影響を最小限にとどめる。

専門家を招いてのBCP社内勉強会

実践に則した合同訓練の様子

コーポレート・ガバナンス
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安否確認システム

災害監視センター
（安否確認専用サーバ）

各部門 復旧対策本部

社員

災害発生

1災害情報

2災害情報メール

6被災状況確認

8被災状況報告

7被災状況情報

4安否確認メール送信

3安否確認メール
　送信指示

5安否状況返信

9復旧活動支援
　情報共有化

緊急対策本部



IR活動の目標
当グループでは、「グループ企業行動憲章」第4条『公

正で透明性のある企業』のもと、法令遵守はもとより情報

の信頼性と公平性を重視したIR活動をめざしています。

主な取り組み
経営の取り組みを株主・投資家の皆さまに適切にご理

解いただくため、各種IRツールの発行や証券アナリストと

の面談など、積極的な情報発信を行っています。

2013年5月、IR活 動 の

さらなる充実を図るべく、当

社WebサイトのIRページ

をリニューアルしました。こ

れにより、株価・財務・IR資

料などの閲覧性やアクセス

の利便性が向上しました。

株主アンケートの実施
2012年度、株主の皆さまの声を当社のIR活動の充実

につなげることを目的に、「株主アンケート」を実施しまし

た。当社の第132期株主通信発行時に株主の皆さまに送

付し、417件の回答を得ました。当社の株式をご購入い

ただいている理由では、「安定性」「配当」に高い回答を得

ました。また、当社に期待するIR活動については、「株主

通信（株主向け情報誌）」が最も多く、「事業報告書（招集通

知の同封物）」「Webサイトでの情報提供」が続きました。

いただいたご意見をもとに、株主の皆さまのご期待に

沿えるようなIR活動の充実に努めます。

配当
株主の皆さまに安定的かつ継続的な配当を行うことを

基本方針としています。2012年度の年間配当金は、1株

当たり8円としました。

情報開示体制
「グループ企業行動憲章」に基づき、当グループの財務

情報を含む開示体制を構築しています。東京証券取引所

の適時開示規則に該当する情報は、取締役会の承認を得

た後、情報開示責任者である担当役員が適時適切な開示

を行います。このような情報は、当社Webサイトおよび

東京証券取引所のＴＤnetにて公開しています。また、適

時開示情報に該当しない情報でも、株主・投資家の皆さ

まに有用な内容については、当社Webサイトにて積極的

に開示します。

当グループは、ステークホルダーの皆さまからの信頼と期待に応えるため、
迅速かつ適切な情報開示に努めています。

IR活動の目標
1． 当グループの経営理念、事業内容を対外的に伝え、企業イメー
ジの向上と経営に対する理解と支援を獲得する。

2． 株主・投資家に対して正確な企業情報をタイムリーかつ継続的
に提供し、企業内容の適正な理解を促進する。

3． 企業価値に対応した適切な株価形成と安定的な株主の確保・
ファン株主層の拡大を図る。

4． 当グループに対する情報を経営トップにフィードバックし、今後
の経営に反映させる。

情 報 開 示

取締役会

当グループ

情報開示責任者（担当役員）

集約

各事業部門 グループ会社 監査役会

経営管理本部
経理部

コーポレートコミュニケーション部

報告

承認・判定

情報開示体制図

2012年度 IRツール・イベント
ツール・イベント 活動内容
株主総会 6月開催
株主通信 2回発行
ニュースリリース 42件発表
決算短信 4回発表
CSR報告書 1回発行
有価証券報告書 4回発行
個別リサーチ・アンケート・取材対応 随時対応

当社Webサイト IRページリニューアル準備、
情報随時更新

株主・投資家とのコミュニケーション
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経済人コー円卓会議日本委員会 
専務理事 事務局長
関西学院大学院 経営戦略研究科 教授
九州大学大学院 経済学府産業マネジメント
専攻（九州大学ビジネス・スクール） 講師

石田 寛
日本興業銀行から経済人コー円卓会議（CRT）日本委員会ア
シスタントコーディネーター、関西学院大学院経営戦略研究
科准教授を経て現職。CRTはビジネスを通じて社会をより自
由かつ公平で透明なものとすることを目的としたビジネス
リーダーのネットワークで、CSRの推進･普及をめざした企
業支援や調査研究活動、グローバルへの発信活動などを行っ
ている。

共同印刷グループの事業範囲は、私たちが一般的に

イメージする「印刷」の概念を遙かに超えた分野にまで広

がり、多くの人々がそれと意識せずに製品を利用してい

る場面が多くなっています。これは、共同印刷グループ

の認識を超えたところにまでステークホルダー、つまり

自社の事業活動によって何らかの影響を被る人々が存在

するという可能性を示しています。

このような観点から、以下の通り第三者としての意見

を申し述べます。

評価する点

• 今日、CSR活動は単なる社会貢献や環境活動にとどまら

ず、自社の強みや特性を活かして、社会が抱える課題の

克服やさらなる発展に資して初めて、評価に値するもの

となり得ます。共同印刷グループでは、自社の事業領域

である生活･文化･情報の3分野において、具体的な形

で社会課題の解決に向けた取り組みを始めています。今

後はこの面での質･量ともの拡充を期待したいと思いま

す。

• 共同印刷グループのCSR推進体制は、コーポレートコ

ミュニケーション部とマネジメントシステム推進部によっ

て構成されています。多岐にわたるCSR活動を、「コミュ

ニケーション」と「マネジメント」という2つの観点から整

理することは、理に適ったものだと思います。

• 今回、初めての試みとして社員CSR 意識調査を行い、そ

の結果は常務以上の役員にフィードバックされました。こ

のことは、「働きがいのある・魅力あふれる企業」の実現

をめざすために重要なステップと言えます。今後、意識

調査から見えてきた問題点や課題を整理して公表し、改

善策まで示されると、より一層よいものとなるでしょう。

課題と考える点

• 評価すべき点の冒頭でも述べたように、既に自社として

取り組むべき領域は定めていますが、それぞれの活動に

つながりがなく、点在しているようにも見えます。限られ

たリソースのなかで実践するためには、それぞれの活動

をまとめ（線）、経営理念や事業方針と一体のものとして

いく（面）必要があります。

• 現在の「CSR6つの重要項目」は、企業が一般的に関連す

るステークホルダーや社会課題を述べているに過ぎず、

より具体的なCSR方針やそれに基づくKPIの策定が必要

です。その際には、自社のみでの判断で作業をしてしまう

と、得てして独りよがりな内容となり、せっかく取り組ん

でも社会からの評価を得られないという結果に陥りがち

です。それを避けるために、社内外のステークホルダー

との対話を継続的に実施し、共同印刷グループに対する

社会の期待や要望がどこにあるかを把握しておく必要が

あります。自社を取り巻くステークホルダーからさまざま

な声を聞き、対話を通して相互理解を図る取り組みの実

現を期待します。

• 近年、企業と人権というテーマが世界的にもクローズアッ

プされています。日本でも昨年、弊会を中心に約30の

企業やNGO、有識者の方々が集まって現段階で企業が

取り組むべき課題を業種別に抽出し、「業界毎に重要な人

権課題（2013年）」を公表しました。印刷業界については

長時間労働、個人情報管理、健康･安全（特に印刷作業

における有機溶剤類の取り扱い）などが課題として挙げら

れています。そのうち、この報告書のなかでは個人情報

管理および健康･安全の分野については記述があり、特

に個人情報管理の分野については具体的な方針や取り

組みについて紹介がありますが、それ以外についても自

社にとっての関連性の有無を含め、ぜひ一度検討される

ことをおすすめします。

共同印刷グループ
「CSR報告書2013」への第三者意見書
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さらに、ご提言いただいた長時間労働、個人情報管理、

健康・安全などの印刷業界特有の課題につきましては、

当グループも施策を講じており、継続して取り組みを進

めてまいります。

CSR活動の基本は、ステークホルダーとのコミュニ

ケーションだと考えています。2012年度は「社員CSR意

識調査」を行い、重要なステークホルダーである社員の

率直な意見を聞くことができました。調査結果から抽出

した課題を改善することで、より働きがいのある、信頼

性の高いグループとなり、社会に新たな価値を提供して

いくことをめざします。

最後になりますが、本報告書制作におきましては、多

くのステークホルダーの皆さまにご協力を賜りました。

貴重なご意見を寄せてくださった皆さま、作成にご協力

いただいた皆さまに、この場をお借りして、心より御礼申

し上げます。

当グループでは、本報告書を皆さまとの重要な対話

の一つと捉えています。ぜひ、忌憚のないご意見をお寄

せいただきますようお願い申し上げます。

企画発行およびお問い合わせ先 
共同印刷株式会社 CSR本部 コーポレートコミュニケーション部
〒112-8501 東京都文京区小石川4-14-12
電話：03-3817-2525　FAX：03-3817-6702
E-mail：koho@kyodoprinting.co.jp
http://www.kyodoprinting.co.jp/social-environment/

企画制作 
共同印刷株式会社 SP＆ソリューションセンター

このたび石田様には、共同印刷グループ「CSR報告書

2013」に忌憚のないご意見を賜り、心より御礼申し上げ

ます。

当グループでは、CSRとは経営理念を高いレベルで

実現することと捉えています。そのなかでも、「リスク管

理」と「コミュニケーション」の強化がCSR活動の柱であ

ると考えており、CSR本部が中心となって活動を展開し

ています。2012年度は「グループBCP基本方針」や「グ

ループCSR調達基準」の制定など、安定的な事業基盤を

形成するための施策を中心に行いました。

石田様には、当グループの推進体制にご評価をいた

だくとともに、CSRの取り組みについて貴重なご意見を

いただきました。CSR活動を点在して行うのではなく、

面として経営理念や事業方針と一体のものとしていくこ

とについては、当グループとして検討している課題であ

り、活動計画の策定方法や推進体制などを継続的に見直

してまいります。

また、重要項目の設定にあたっては、当グループの

CSRの方向性に関わる重要な示唆を頂戴しました。今後

は、一般的な社会課題の設定にとどまらず、自社を取り

巻くステークホルダーとの対話をより充実させることで、

当グループに対する社会からの要請を再認識していきた

いと思います。その認識を基に、具体的なCSR方針や

KPIの策定を検討し、独りよがりではない活動へと発展

させたいと思います。

第三者意見を受けて（あとがき）

共同印刷株式会社
常務取締役 CSR本部長
小笠原 誠
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